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第１回食品産業の持続的な発展に向けた検討会の主な意見 

令和５年８月 31日 

 

○全国農業協同組合中央会 馬場専務理事 

食品産業をめぐる情勢について、大きな変化があると改めて実感した。特に食料輸入において

は、世界における日本の地位が低下しており、安い農畜産物をいくらでも安定して輸入できる時

代は過去のものとなったと改めて実感している。 

例えば、加工業務用野菜の国産割合は約７割で、輸入割合は約３割である。今後、国産比率を

一層高めることが食品産業の持続的発展においても、また、食料安全保障の観点からも大切と考

えている。 

野菜の生産においては、加工業務用が６割近くを占めているため、食品産業の持続的な発展は

生産現場に対しても非常に重要と考えている。再生産可能な価格の実現は、実需者から求められ

る品質に対応し、かつ環境・人権等に配慮した原材料を安定的に供給できる優良な産地を育てる

ことにつながり、ひいては、多様なステークホルダーから成る食品産業の持続的な発展につなが

ると考えている。 

本検討会の委員は、それぞれ立場は異なるが、議論を通じて互いの現状や考え方を知ることで

相互理解が進み、協調できる点も増やすことができると考えている。 

 

○全国農業協同組合連合会 桑田代表理事専務 

食品産業の持続的発展というゴールに対し、生産を取り巻く環境には相反する状況が散見され

ている。例えば、2024年の物流問題、資源・エネルギー価格の高騰、人口減少と人手不足、円安

等、強い逆風が吹いている。海外のように経済成長により賃金が増加すれば、コスト上昇分が価

格転嫁されても消費者がこれを負担することは可能となるが、経済停滞が長く継続した我が国に

おいては、このような状況を短期間に作り上げることは困難と考えている。 

資料に挙げられた７つの検討事項の方向性は妥当と考えている。しかし、この検討事項が世の

中にしっかりと浸透し、相互にかみ合い、全体として帳尻が合うというレベルに至るのは、世の

中が変わるという次元の話であり、相当の時間がかかる。７つの検討事項はよく練られたもので

あるが、現在の環境の中でダメージを受けつつある関係者が、世の中が変わるまで持ちこたえる

ことができるのか危惧される。 

食のサプライチェーンを構成する関係者の規模感、体力、持久力はそれぞれ異なり、一つでも

無くなれば、食のサプライチェーン及びバリューチェンが途切れる。本検討会の場が協調できる

分野の協議であるということを十分に理解しているが、ダメージを受ける関係者をしっかり支え

るという考え方が必要である。 

 

○日本農業法人協会 紺野専務理事 

当協会の農業法人白書によれば、近年の当協会会員の主な経営課題は、資材高騰、労働力確保、

農産物の販売価格である。また、経営上の主なリスクは、生産コストの上昇、生産物価格の下落、

労働力不足、為替相場である。 

特に、コロナ禍、ロシアのウクライナ侵攻、そして円安等から生産コストの高騰が会員の経営
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に深刻な影響を及ぼしており、昨年はコスト高騰の緊急調査を２回実施した。調査の結果、持続

的な農業生産に向けた対策として、原材料調達国の複数国化など生産資材の安定的な調達や国内

の未利用資源の活用等を会員は想定している。また、安定した食料供給責任を果たすためには、

利益が見込める農産物の生産や、需要に応じた生産体制の構築を挙げている。この調査結果は、

マスコミ各社でも取り上げられている。食品産業において、今後国産農産物の利用が高まること

があっても、減退することはないと考えている。農業生産サイドの経営実態や経営課題を理解い

ただくとともに、食品産業と農業がともに持続的に発展していくため、学識経験者も加えて産官

学で知恵を出し合って議論が深まることを強く望む。 

なお、今年３月には、本日の会議資料にある人権尊重に関して、当協会における人権方針を策

定し公表している。 

 

○食品産業センター 荒川理事長 

 我が国の食料産業システム 110兆円の中で、食品製造業は約 40兆円を占める産業であり、原材

料のうちの約 7 割は国産の農林水産物を調達している。同時に、国内の農林水産物の需要先の６

割から７割が食品産業に来ており、農林水産業と食品製造業は敵対する関係ではなく、車の両輪

としてウィンウィンの関係にあるべきと考えている。この両者が発展していくことで食料システ

ムが安定し、食品産業が発展するものと理解している。 

食品メーカーの状況については、98％が中小零細企業であり、多くは地場の農林水産物を処理・

加工し、付加価値をつけて販売している。残りの２％が大企業であるが、世界の食料産業という

観点で見ると、国際展開をしている大企業に比べれば圧倒的に規模は小さい。このような食品産

業に対して、大きな環境変化が起きており、原材料やエネルギー価格の高騰、最低賃金の引上げ

といったコストの増大、コロナ禍からの回復過程における労働力不足、脱炭素等の環境対応、生

物多様性への配慮、人権等、新しい課題が山積している。食品製造業においても、みどりの食料

システム戦略の数値目標に向かい、生産性の向上やフードテック技術の開発等に取り組んでいる。 

今回の検討会では、食料システム全体の関係者が協調領域において最大利益を享受するという、

大きな方向性が検討されることを期待している。政策的な支援は、一つの当事者だけが裨益する

ような場合、食料システム全体にひずみが生じ、持続可能性を実現できないと考えている。例え

ば、国産原材料の調達は各方面から求められているが、生産サイドにおいても、品質・量の両面

において国産農林水産物の安定的な供給を実現する必要があり、価格面においても中長期的に国

際的な原材料価格として競争ができるような体制が必要である。 

 

○明治ホールディングス株式会社 池田副部長（古田委員代理） 

食品産業が直面している様々な課題について、食料システムを構成する関係者が参画して議論

し、持続可能な食料システムの実現に向けて対応を検討する場が設けられたことは有意義である。 

当社は自然資本が重要な経営基盤であり、事業活動を通じて生物多様性を保全し、生態系の維

持に貢献することは重要な経営課題である。また、検討事項の中にある環境や人権に配慮した原

材料の調達に取り組んでいるが、通常よりもコストがかかるため、その持続可能性を確保するた

めにはお客様のご理解が必要である。適正な価格形成に関する協議会とも連携することが非常に

重要になると考えている。 
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本日示された様々な課題は、個社では対応しきれない課題であり、各社協調して対応すべきと

認識している。 

本検討会の検討結果を国際ルールメイキング等にも反映させ、主導していけるように政府とし

て取り組んでいただくことを期待する。 

 

○株式会社一ノ蔵 淺見相談役 

50年間で清酒の消費量は５分の１に減っているが、米の使用量は５分の１に減っていない。こ

れはアルコールを多く加える酒造りから純米酒や吟醸酒のような酒造りに切り替えていった結果

であり、例えば、純米酒はこれまでの酒造りの４倍の米を使用する。現在、地酒が各地で生産さ

れており、高品質な酒が海外にも輸出されていることから、地方メーカーとしては高品質な酒に

活路を見出していくことが一つの大きな道だと考えている。 

高品質な酒を造るには、高品質な米を作る必要があるが、承継される農地は良い立地でない場

合もあり、課題となっている。食料自給率は 38%であり、食料安全保障も話題となっているが、一

方で、耕作放棄地も多く発生している。農産物の適地適作を考えた利用可能な耕作面積が分かれ

ば、食料安全保障の考え方の基礎になると考えている。 

温暖化の原因はよく分からないが、農産物に関しては、炭酸ガスが多い方が良い環境ではない

かと考えており、これを上手に利用していくというプラスの発想で考えていく必要がある。 

 

○株式会社シグマクシス 田中常務執行役員 

 ７つの検討事項が挙げられているが、テクノロジーをうまく活用することによって、こうした

課題は解決できると考えている。例えば、世界の食品市場の確保については、新しい冷蔵・冷凍

技術やバイオエンジニアリングを使ったような原料の開発等が活用可能であり、まだ安全性が分

からないが、いずれそのような技術が世の中に浸透してくると考えている。フードテックは、怖

いとか、何か分からないと不安に思われるが、50年前も実はフードテックがあり、今まで見たこ

とがないものから食品が開発され、生活者が求めるものとして世の中に浸透していった。テクノ

ロジーは伝統とバッティングするという考え方ではなく、テクノロジーは時代とともに進化して

きているので、世の中にどのような技術があり、どのような技術が現代の文脈に合ってくるのか、

考えていくことが重要である。 

テクノロジーの種は、大手企業に限らず、実は各企業に眠っている。例えば、日本のおいしさ

の設計技術は、世界中から求められており、日本がしっかりとナレッジ化・IT化を図り、世界に

発信していくべきだが、取組を進めていく場がない。スタートアップは、大学等とともにその技

術を広げていこうとしているが、孤軍奮闘の状況である。過度なインフレは良くないが、体験の

価値に対して適正な対価を求めることは必要であり、そのようなことができる技術・技・文化が

日本にはあるので、どのようにしたら生活者の購入につながるのかを考えていくことが重要であ

る。重要なポイントは食の多様な価値であり、食べ物は通常、食費から支出されるという考え方

だが、人とつながるための食事、自己実現の為の食事等、新しい食の価値を広げていくと、食費

以外からの支出にもなる。 
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○株式会社スペックホルダー 大野代表取締役社長 

 食料分野への投資が活発なのが IT系企業であり、google、アリババ、テンセント、ソフトバン

ク等も、食料の生産や物流、小売、フードテック関連、アグリテック関連の企業へ数兆円から数

十兆円を投資している。このような投資による資金を得て、食の生産から流通に至るまでの領域

に参入し始めている。例えば、中国では 26階建の養豚場を建設し、120万 tの豚を自動で生産す

る仕組みを整備している。 

日本の生産現場は厳しい状況で、まさに国家の危機である状態にもかかわらず、コスト高騰化

に対する抜本的改革や対策ができていない状態。燃料やエサ代が高騰した際の補填では抜本的な

解決になっていない。今、生産者にヒアリングをしているが、畜産に関しては多くの企業が既に

赤字の状態で、国内トップの養殖業者でも来年には赤字に突入する見込みという厳しい状況であ

り、これからは新しいテクノロジーを使った育成方法等の効率化、餌の代替化を短期的・中期的

に取り組む必要がある。それだけではなく、肥料、飼料、魚粉、種、エネルギーをどう確保してい

くかは重要であり、これから世界中で需要が増加する中、国として対策の検討を進めるべきであ

る。 

そのためには、海外の国がどんな政策を実施しているのか、どんな技術を活用しているのか、

それらの状況等を分析する必要がある。また、日本国内においては、今まで地域経済を支えてき

た産業クラスター分析が非常に重要であり、各地域の産業クラスターを守って行かなければ、地

域が衰退してしまう。強みである産業クラスターを活かした事業を横展開できるように、分析、

解析をしていくことが重要である。 

出口戦略の検討も重要。例えば、原料が高騰化したときに、高騰化した部分を単純に負担する

だけではなく、その値上がりした分を価格に上乗せするが、スーパーでポイント還元する場合に

ポイントの原資を負担するなど、需要を喚起するような出口戦略などの対策も必要である。 

 

○DAIZ株式会社 杉山顧問 

当社は、スタートアップとしてフードテックに取り組み、食の分野でイノベーションを起こし、

社会的な課題を解決していくことを中心に据えており、食料不足の対策として、大豆をはじめと

した植物の種子を発芽させて動物肉に近い味を出す技術により、この分野にイノベーションを起

こす取組を行っている。 

伝統ある食品産業には、非常にしっかりとした商習慣があり、例えば食品安全の部分において、

大企業と組むことによって、我々のレベルを引き上げてもらっているという実態があるが、別の

側面においては、従来の商習慣にスタートアップがなかなかついていけてない現状もある。大方

の部分において、伝統的な食品企業の動き方をスタートアップも目指すべきであろうが、合わな

い部分もあると思われる。特に地方のスタートアップは、人材を含めたリソースに余裕がない中

で課題に取り組んでいる一方、スタートアップであるからこそスピードは非常に早く、新しいこ

とに次々と取り組んでいるという側面がある。 

こうした背景から、食品産業のサプライチェーンの主要な参加者である皆様に加えて、本検討

会にスタートアップも参加することは意義深いと思われ、挙げられている検討課題の解決にスタ

ートアップも寄与できるところは大きいと考えている。 
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○全国中央市場青果卸売協会 出田専務理事 

国産の青果物の８割が卸売市場を経由しており、卸売市場は青果流通の基幹的なインフラとし

ての役割を果たしているため、当業界としては、７つの検討項目のうち輸出の拡大や原材料の安

定調達、特に野菜の業務・加工向け需要へ対応の面で貢献ができるのではないかと考えるが、何

と申しましても物流問題に関心が高い。政府としては、農林水産省が今年の３月末に青果物流通

標準化ガイドラインを取りまとめ、６月には閣僚会議で政策パッケージを策定して取組を進めて

おり、検討段階よりも取組段階に近い状態と認識している。青果の卸売市場は全国で 50市場、38

都市に所在し、令和４年度は、野菜で約 570 万トン、果実で約 160 万トンもの青果が全国の産地

から集荷されており、これらの物流がどうなるのか、大変強い危機感を持っている。物流問題の

課題を解決するために、業種横断的な川上から川下までの全体最適を目指す取組が必要不可欠で

あり、特定の業界に負担を押し付けるような個別最適の取組では問題の解決にならないと考えて

いる。 

また、卸売市場を物流拠点として活用していくという意味で、施設整備に政府として力をいれ

ていただきたい。 

 

○食品等流通合理化促進機構 村上会長 

コロナが発生して３年半が経過し、ウクライナの戦争が始まった中で、マクロ的に見ると、フ

ードサプライチェーンは、国内でも国外でもその機能を果たしてきたと考えている。 

サステナビリティには経済的なサステナビリティと、地球環境のサステナビリティがあると認

識しているが、国内におけるサステナビリティだけでは成り立たず、海外を視野に入れたサステ

ナビリティを考える必要がある。 

日本経済は、非常に海外依存の高い経済であるので、海外におけるサステナビリティの動きに

きちんとアプローチし、それを踏まえた活動をする必要があり、日本の農業もエネルギーや資材

など様々なものを海外に依存しており、国内だけで議論しても意味がないと考えている。 

消費者の視点で考えると、豊かな食生活を維持できるのかということであり、適正な価格を維

持できているかということが大事であるが、市場のメカニズムを無視したやり方は難しく、長続

きしないので、市場に対する介入というのはできるだけ少なくするべきである。 

流通の立場から申し上げると、サステナビリティを維持する上で、川上・川下それぞれのプレ

イヤーに依存する部分が多々あり、物流そのものには 2024年問題もあるが、その課題解決のため

に、流通や小売分野で合理化を図って行く必要がある。 

政府でも、パレットの共通化や電子化など様々な課題対応に協力いたただいているが、地道な

取組が非常に重要であり、日本の食品産業は中小零細企業が多いことから、そのようなプレイヤ

ーに対する配慮も非常に大事である。 

 

○全国青果卸売協同組合連合会 井出専務理事 

仲卸業者は小さな会社が多く、当連合会に加盟している会社は大体が 10 人～20 人程度の規模

である。 

仲卸業者から挙がる課題は大きく２つであり、１つは、年々取扱高が減少していることで、頑

張っているが先細りの状況である。 
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もう１つは、従業員の人材不足であり、それなりの金額を提示し求人を行っても中々応募者が

おらず、最近は青果市場専用の求人サイトを立ち上げて求人を行っているが、思うように人が集

まらない状況である。 

この持続的な発展に向けた検討会が、仲卸とどう関係しているのか疑問を持っていたが、よく

考えると検討事項のそれぞれが、取扱高の先細り、あるいは人材不足等、仲卸業者にも関連のあ

る課題であると考えられる。 

 

○日本加工食品卸協会 時岡専務理事 

協調領域における全体最適の重要性について、個別企業では対応できない課題が多くなってい

る中、過去に競争分野であった領域が現状では協調領域となり、加工食品流通業界では、持続可

能な物流の構築が大きな課題として、サプライチェーン全体の商慣行の見直し等の取組を進めて

いる。競争と協調は、部分最適と全体最適とも言い換えることができるが、全体最適につながる

企業の取組を更に促していく必要があることから、本検討会では、協調領域の特定とその領域に

おける企業間の共同・協力のあり方を検討していく必要がある。 

食品流通におけるサイバーセキュリティの重要性について、各業界でサイバーテロが頻発する

中、加工食品流通業でもサイバーセキュリティの確保は重要との認識が高まっており、実際にシ

ステムがハッキングされた場合、物流を含めた食品供給に大きな影響が生じることから、各企業

とも相当なコストを掛けて防御態勢を構築している。食品流通を重要インフラと位置づけ、サイ

バーセキュリティに関する国としてのバックアップが必要である。 

 

○全日本トラック協会 若林理事長 

2024 年問題は来年に迫っているが、この議論は以前より問題となっていた構造的な話であり、

来年突然起こる問題ではない。 

物流業界は、全産業平均の８割程度の賃金で、２割増程度の長時間労働であることから、当然、

人がいなくなり、若い人が入らず、高齢化が進んでいる状況にある。 

こうした状況の中で、労働時間の上限が厳しくなれば、労働者として供給できるサービスが減

るため、このままでは従来どおりのサービス供給ができなくなることを危惧している。 

他の委員からも発言があったように、人権デュー・ディリジェンス・ガイドラインの策定の際

にはドライバーの過酷な労働環境の問題も盛り込むべきであり、ドライバーの労働環境改善は時

間がかかる課題だと指摘されている。また、今年６月に取りまとめられた物流革新に向けた政策

パッケージにおいても、ドライバーの労働環境の待遇改善や、そのための標準的な運賃・料金、

いわゆる荷待ち時間、荷役作業に対する対価も含めて頂くことができるよう、議論されることと

なっている。 

 農産物については、地方から農産物を積んで行った帰りのトラックにできるだけ荷物を積める

ような形にすれば効率が上がる。また一方で、輸送時間が長くなると、2024 年からの新しい労働

法規に抵触し輸送できなくなるため、途中で交代要員を作る等の対策が必要である。 

秋田では、県内の農産物を一か所に集めて積み替えてから、幹線輸送を別のトラックで運ぶ実

証実験も始まっており、荷主と一緒になって、ウィンウィンの形で 2024 年問題を乗り越えようと

模索している。 
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○日本チェーンストア協会 牧野専務理事 

生産性の向上と労働力確保は非常に大きな問題である。労働力確保については、特定技能を小

売業でも利用できるように関係団体と一緒に検討を進めている。 

当協会の会員の中には、海外展開しているところもあり、足元の大きな問題は ALPS 処理水の

放出に伴う中国問題であり、政府にはしっかり対応していただきたい。 

また、輸出を図るうえではこのような思わぬリスクもあることを念頭に議論を進めていく必要

がある。 

 

○日本スーパーマーケット協会 江口専務理事 

生産性向上と今ある労働力をいかに活用するかが重要であり、外国人労働者の活用も考えなけ

ればならない。 

自社だけの最適化、個別の最適化では全体は流れないことから、全体の最適化を追求して我々

の業界も変わっていくように関係団体と常に意見交換と情報交換を行っている。 

 

○全国スーパーマーケット協会 島原常務理事 

スーパーマーケットの企業数は約 920 社であるが、15 年前は 1500 社あり、600 社減と寡占化

が進んでいる。 

また、内訳を見ると、500 億円以上の大企業は全体の約 15％で、店舗数別に見ても 10 店舗未

満の中小スーパーが全体の 65％を占めており、先進国と比べると日本のスーパーマーケット業は

非常に中小企業が多い。 

外国人材や、物流の効率化は他の業界と協力していく必要があると考えており、特にスーパー

マーケットは、人口減少の中で、持続的に発展していくのは難しい業界だと捉えているため、サ

プライチェーンを構成する関係者と協業ができるようなことを含めて検討していきたい。 

 

○日本フランチャイズチェーン協会 大日方専務理事 

コンビニエンスストアの店舗数は全国で５万５千店超となっており、国民の生活インフラとし

ての役割を担っていると考えている。 

その役割を踏まえ、昨今の様々な地球環境問題に対し温室効果ガスの削減や廃棄物の削減等を

はじめとする環境負荷の低減や、持続可能な商品の開発、調達として GAP 認証を受けた生産者

との取引等の取組を進めている。 

食品廃棄物削減では、農林水産省と連携し“てまえどり”の取組を全国の店舗で実施するとと

もに、日配品から冷凍食品にシフトする取組等、2024 年問題対策としても進めており、持続可能

な社会の実現に向けた取組を広げていきたいと考えている。 

 

○日本フードサービス協会 金丸専務理事 

現在の外食業界の最も喫緊の課題は人手不足問題であり、サービスを伴う当業界には人材が必

要だが、募集をかけても人が集まらず、またパート・アルバイトの人件費も増嵩しており、回復

傾向の外食需要に対応できない状況である。今後も労働力人口の減少が続くと予想されることか
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ら、労働集約型の外食産業では、労働力確保対策と店舗の自動化・機械化・省力化・省人化等に

取り組んでいく必要がある。 

将来に向けた労働力確保対策としては、令和元年から実施されている特定技能１号制度、今年

度から実施される２号制度を活用して、外国人材でも労働力不足を補っていく。 

また、店舗の自動化・省力化の対策としては、DX 等を推進する中で、厨房での作業や配膳、決

済等フロア作業の合理化・効率化に取り組んでいく。 

外食産業の海外展開については、今後は、日本食レストランの出店を進めるために、現地での

人手不足、人件費の高騰等の問題に積極的に取り組んでいく。 

検討事項にもある食農連携については、当協会では、会員社のバイヤーの参加を得て産地を回

る産地見学会・商談会や、バイヤー、生産者等を集めて開催するフードサービスバイヤーズ商談

会を実施しており、いずれも生産者と外食事業者を新たな取引に結び付ける地道に息の長い取組

として実施している。 

 

○日本惣菜協会 今里副会長 

労働力不足から作れない・運べない・売れない、その結果売上減少というのが今の状況であり、

持続的な生産量・物流量・販売量の安定的な維持が必要である。 

単価の議論はパイの奪い合いにしかならないため、検討会では生産量の増大に向けた議論をす

べきであり、総収入の拡大に焦点を当てた議論をやっていくべきである。検討会においては、規

制や法制度の見直し・再整備等の議論も必要である。 

協調領域に関して行政の呼びかけもあり、業界を挙げて取り組み始めているところであり、例

えば規格書データの電子化・標準化やバックアップデータの共通化は協調して推進すべきだが、

特定の立場の者が声を上げるとどうしても角が立つことから協調領域の仕組みづくりについては

政府の指導力を期待している。 

 

○日本べんとう振興協会 嵯峨専務理事 

コンビニエンスストア業界は日配品を扱っているため、作りだめができず、24 時間 365 日の体

制でおいしく安全・安心で価格・品質が均一化された商品を、安定的に全国津々浦々に供給しな

ければならない。 

このような特徴が持つ大きな課題は、この検討会でも整理されているとおり、特に物流の効率

化、廃棄ロスの削減、人手不足への対応も含めた生産性の向上である。 

農林漁業に従事されている方の多くは人口減少が激しい地域に居住しており、食品産業の持続

的な発展は日本に住む人の食生活の持続的な向上がなくては達成できないと考えられる。 

 

○全国消費者団体連絡会 郷野事務局長 

環境配慮に関する表示について、認証マーク等によって「見える化」を推進し、環境や人権に

配慮した商品を提供する事業者が増えていくことは歓迎するが、環境に配慮していると見せかけ

て、商品やサービスを提供する「グリーンウォッシュ」も問題になっている。 

エシカル消費を推進するためにも、認証ラベルの目的や意義、取得の基準等について整理し、

消費者を誤認させることがない分かりやすい表示の運用が必要である。 
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事業者による商慣習の見直し等、食品ロス削減の取組をしても発生してしまった食品ロスにつ

いて、フードバンクや子ども食堂等への寄付が進むよう海外の事例等も参考に納品期限や品質基

準、適切に商品や食材を扱った際の免責の制度やガイドラインの策定等、具体的なルールを官民

協働で検討いただきたい。 

栄養改善事業推進プラットフォームに海外の事例があるが、日本国内でも栄養不良の二重負荷

が課題となっており、栄養改善の取組は不可欠である。フードテックの役割、必要とされる背景

は充分理解できるが、消費者の不安に対応するためにも、リスク評価・リスク管理や適正な食品

表示制度のルール作りが必要であり、消費者に誤認させる不当な表示の監視指導の強化も必要で

ある。 

原材料の安定調達については、消費者の行動変容も考慮し、国産と輸入のバランスのとれた原

材料の安定調達や、国産切替えにあたっては、担い手の支援、食品加工技術の促進への支援等も

必要である。 

 

○主婦連合会 柿本副会長 

環境配慮に関する表示の推進に関しては、有機 JAS はコーデックスのガイドラインに準拠して

おり、また、水産エコラベルが付されている商品は、私たちの身の回りにはまだ少ないが、どち

らも環境配慮に関する表示として、消費者に対する見える化を行うことは非常に重要と考える。 

食品ロスの削減に関しては、「食品ロスの削減にご協力ください」というコメントが書かれた値

引きシールや、「前の商品からお取りください」という表示が書かれた棚が見られるなど、商習慣

の見直し等が進んでいるが、消費者の行動変容のためにより一層の取組が必要と考える。 

日本発のフードテックについては、アメリカや EU の企業が特許のほとんどを持っていると聞

いている。日本のフードテックは厳しいとの見方もあるが、持続可能な食料供給の一分野として

研究を進めるとともに、リスク評価・リスク管理なども平行して遅滞なく進めていただきたい。

また、表示の在り方や価格等も大変重要と考える。世界における最新の知見なども収集して消費

者に知らせていただきたい。 

原材料の安定調達については、国内農業の強化が必要であり、食料の安全保障にもつながる非

常に重要な問題である。農業と食品産業のより一層の連携強化などが必要と考える。 

 

 

○日本生活協同組合連合会 二村常務理事 

 人権については、消費者を含めたフードチェーン全体を視野に入れる必要があり、開発途上国

における児童労働等の問題に加えて、国内においても、外国人研修生の問題等、人権にかかわる

課題は存在すると考えている。本検討会において人権デュー・ディリジェンスに関する論議を行

う場合には、国内外を問わず生産から消費までを幅広く対象として、検討していくことが必要で

ある。 

大豆を用いた代替肉やゲノム編集食品、細胞培養肉などのフードテックについては、メディア

でも注目され消費者にも認識されるようになっているが、食の安全・安心の確保や価格・表示の

在り方等について、消費者の視点を取り入れて進めて行く必要があり、双方向でのコミュニケー

ションを通じて、市場が醸成されていくことが望ましい。 

 原材料の安定調達については、国内需要が高く輸入依存度の高い小麦・大豆や飼料の国産化が
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必要であり、安定生産・安定供給を支援していくことが必要である。国産農産物の積極的な利用

につながるよう、多様化する消費者や実需者のニーズに応じて行われることが必要であり、フー

ドチェーン全体での連携・協力が重要である。輸入の安定化においては、多くの消費者に向けて

広く、分かりやすい情報発信に努め、消費者が過度な不安に陥らないようにすることも必要であ

る。 

食品産業における生産性向上の取組は、小売の現場における改善の取組とともに、物流の効率

化等を総合的に進めていく必要がある。 
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第２回食品産業の持続的な発展に向けた検討会の主な意見 

令和５年１２月２２日（金） 

【意見交換】（発言順） 

◯一般財団法人食品産業センター 荒川理事長

第 1 回検討会が夏に開催されて以降、3 つのプロジェクトチームが設置されて 8 回の検討が行

われたことは、誠にありがたいこと。第１回検討会でも申し上げたが、このように食料システム

の関係者が皆集まって率直な議論をすること自体、これまでなかったことだと思うので、こうい

う形で継続していただけたらありがたい。引き続き、食料システム全体がうまく回るように、そ

れぞれの協調領域について最大の利益が享受できるような形での行政を進めていただきたい。 

最後に説明のあった P27,28 の今後の進め方については、基本的には説明いただいたような方向

で進めていただけると良い。最近の課題と国際競争力強化の 2 つに分けて意見を述べたい。 

今までの食品産業政策については、基本的には我々民間部門に色々任せていただいて、行政よ

り後押しをしていただく形で進んできたと思っているが、最近、先ほどお話があったように、環

境や人権など色々と新しい課題が出てきている。このような課題については、従来の手法での支

援だけではなかなか上手くいかないこともあるので、是非一歩踏み込んだ形での国の支援をお願

いしたい。従来、食品産業施策については、中小企業庁による中小企業向けの金融・税制のよう

なアプローチが多かったが、新たな課題は中小企業に限らず食品産業全般に関わるので、是非と

も企業規模にかかわらず広く支援をお願いしたい。 

2 つ目の国際的な課題についてだが、今回大変心強く思ったのは、国際的なルールメーキング

について農林水産省がしっかり対応していただけると明らかにしていただいたこと。「国としての

対応方針を示し、国がイニシアティブを取ってルール形成に関与する」という対応方針が示され

たことは大変心強い。環境も栄養も現時点では、我が国は低評価となっているが、なかなか日本

の実態にそぐわないようなルール化が先んじて行われていることに起因する面も大きいわけで、

是非そういう面での行政としてのルールメーキングに取り組んでいただければと思う。言わずも

がなだが、輸出・国際局という局もできたわけで、輸出を成功させるためにも、各種ルールメー

キングが必要だと思う。新事業・食品産業部と輸出・国際局の連携を強くお願いする。

最後に、今日の議論とは関係しないが、先ほど話のあった特定農産加工法の延長の関係につい

ては、私どもの業界として要望をしていたもの。特に現下の国際情勢の変化に即応できていない

部分について税制改正大綱でも拡充・延長の方向が検討いただけたと認識している。来年の通常

国会で早期成立を期待している。 

◯一般社団法人日本惣菜協会 今里副会長

これまでの検討の中で、自身を含めて、業界の中から入れ代わり立ち代わり提言したことを広

く拾っていただき感謝。このことを踏まえて、今まで申し上げてこなかったことも含めて少しだ

け補足的に申し上げる。 

食料産業の持続的発展ということで、この会を農林水産省でやるからには、政府として農水省

がやるべきことが多いのだろうと思う。政府の機能の一番は何かと問われると、規制であり、こ

の部分の対応は期待せざるを得ないのではないかと思う。規制される側の話として、コンテナや

クレートの話などは資料に記載していただいているので割愛するが、同時に必要なのは規制の緩

和。私どもは農水産物のユーザーとして加工に携わっている中で、食料の原料の安定確保に四苦

八苦している。皆様がすごく努力されている中で、仕組みの問題は避けて通れない。生産者の方々
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を守るために作られたはずの政策が、結果として硬直的な運用になってしまい、生産者からの安

定的な供給に支障をきたすばかりではなく、農山漁村の発展の障害になっている面もあるかと思

う。関係者も幅広いため個別の議論はしないが、規制緩和についても検討していただきたい。 

3 つ目は、省庁横断である。食料産業についての省庁横断についてはすごく書かれていてあり

がたいと思っているが、私ども事業者・生産者・加工メーカーとして、あくまで喫緊の課題は 2024

年問題。これは国交省が主に担当していると思う。他には、今まさに必死でお願いをしている最

中の外国人雇用の話で、これは厚労省や法務省かと思う。そして何よりも少子化、人口減少対策。

人口減ありきでいくら対策を立てたところで、日本の将来が明るくなる未来はなかなか描きづら

いので、これに対応する必要があることは皆さま賛同いただけるのではないかと思う。このこと

は各省庁が連携して、日本国・日本人全体で取り組むべきだと思う。 

最後に、規制だけではなく、認証制度のようなものの有効活用をお考えいただけないか。現場

レベルで話が出るのが、外食産業の中の和食について、世界遺産にはなったが、和食の認証制度

がない。世界中のどこに行っても和食はあるが、実際に出てくるとこれ何だと思うようなものが

出てくるというのが皆様の共通の認識だと思う。例えば認証のようなものがあれば、私どものよ

うな加工メーカーにも一次産品の生産者にも利益があり、何よりも日本そのもののブランド価値

や生産性の向上にもなると思われる。規制の強化だけではなく、何か新しいプラス方向の検討も

してほしい。 

 

〇一般社団法人日本惣菜協会 今里副会長 

規制緩和について一番困っているのは昆布。昆布のヨウ素の検査があり、検査を終えたものし

か仕入れられないのだが、検査を実施する日が限られているので、実際に行くとたくさん植わっ

ているにも関わらず、出荷されずに手に入らない状況。 

 

◯一般社団法人全国農業協同組合中央会 馬場専務理事 

７つのテーマの中から２点に絞って意見を申し上げる。 

まずは原材料の安定調達について。安価な農産物を安定して海外から輸入するということが困

難になる中で、国産比率を高めていくことが、食品産業の持続的な発展においても、あるいは食

料安全保障の強化の観点からも求められていくものと考えている。食料安全保障 PT に参加した

際にカルビーさんからの報告を聞いた。そこで「生産者側における生産資材のコスト増の中でど

うしているか」とカルビーさんに質問したところ、「２年連続で馬鈴薯の買い取り価格を上げてい

る。消費者の理解を得ながら商品価格に反映させた。」とのことだった。我々生産者側から見ると、

今は異常気象が頻発しており、なかなか難しい条件下ではあるが、県域を越えた産地間の連携な

ども含めて、実需から求められる安定した品質・量の農産物の供給ができるよう、食品産業の皆

様と連携して、その役割を果たしてまいりたいと思っている。 

２点目は物流について。物流 2024年問題については JAグループとしても、このままでは農畜

産物等を消費者に届けられないリスクがあるという認識の下で、政府の物流革新パッケージ、ガ

イドラインを踏まえて物流改善の取り組みを進めている。具体的には、荷待ち時間の解消や積載

効率向上を図るため、JAの域を超えた「産地ストックポイント」や県域を越えた「広域のストッ

クポイント」の設置に向けた検討をすすめている。産地における既存の物流施設は、ガット・ウ

ルグアイラウンド等の対策を活用して建設したものが多く、いずれも建設から数十年が経ってい

る。老朽化が進んで、再編・整備・更新時期を迎えている。これを機に、農業における物流対策に

おいては、産地における施設の抜本的な再編・整備を進めることが不可欠ではないかと考える。

農水省には強い農業づくり総合支援交付金や、産地生産基盤パワーアップ事業など、物流に係る
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施設整備関連予算については一層の後押しをお願いしたい。また、物流の効率化の観点から、等

級・規格の集約・簡潔化というのが文章の中に出てくるが、これは大変必要なことであり、生産

現場においては、選果における省力化が図られ、流通段階においても市場における仕分け作業が

簡略化されるなどの効果が見込まれる。ただ、産地サイドからすると、一部の産地だけで取り組

むと買いたたきなどの懸念もある。サプライチェーン全体での理解醸成、国全体として取組がす

すむよう、その機運醸成も含め、国の主導についてお願いしたい。なお、物流コストについては、

効率化に向けた掛かり増し経費の増加に加えて、政府が標準的な運賃水準を引き上げると言う話

があるが、いずれにしても今後物流コストが上昇することが想定される。この物流コスト上昇分

の負担が産地に集中することがないよう、適正な価格形成の議論も含めて、フードバリューチェ

ーン全体で負担・転嫁できる仕組みが必要だと考える。 

 

〇DAIZ株式会社 杉山顧問 

論点整理における海外展開やフードテックについて経緯や状況認識の説明の中で、「他の製造業

に比べても低位」や「国際的に後塵を拝する状況」といった、やや厳しめの認識があった。一方、

世界的に見て、相対的には日本の食文化・食品に対する憧れや安心・安全への評価が高いという

ことは言えるのではないか。食品分野は日本が競争力を持った数少ない分野であり、特に地方に

とっては大事なカードと思っている。海外では「日本の食品・食べ物」というだけで、いいもの

と見られていると感じる。 

熊本出身でサンフランシスコ在住のフードテックの専門家である外村仁さん曰く、フードテッ

クはシリコンバレーでもせいぜい１０年前に出てきた概念で、ＩＴやバイオで成功した方が食の

分野に移って活性化したことで、おいしく豊かな食文化が出来てきた。食文化は日本のお家芸と

して海外に対して相対的に優位性がある中、外国企業が急速にキャッチアップしてきている状況

と捉えることもできる。 

上記のとおり、論点整理の中では日本の食品産業に対してやや厳しめの現状評価も見られるが、

もともと力を持っているものを弛まぬ努力を重ねることで磨き上げ、日本が戦えるブランドを育

て、産業として飛躍させるという前向きにとらえることができる側面があるのではないかと考え

る。 

農学部を有する東海大学熊本キャンパスと熊本県で、この夏にフード・アグリテック連携プロ

ジェクトを立ち上げた。熊本はもともと農業県であり、従来の伝統を受け継ぐ農業に、テクノロ

ジーや産学連携のスポットを当て高付加価値化させることができないかと考えている。価格面な

ど難しい問題もあると思う。特に海外に行くと、食べ物が高い。一方、日本はすごく安いと感じ

ることがあると思う。高付加価値化して適正な価格をつけていくことで全体を伸ばしていく道筋

もあるかもしれない。 

 

〇明治ホールディングス株式会社 古田取締役専務執行役員 CSO 

27 ページに記載のある、課題への対応については国として対応方針を示し、国がイニシアティ

ブをとってルール形成に積極的に関与すると記載があり心強い。スピード感を持って取り組んで

いただきたい。「１ 環境、人権、健康・栄養」、「２ 海外展開・輸出拡大」、「４ 原材料の安定

調達」に関係するが、我々は加工食品メーカーとしては下流部分にいる。上流部分の ESG やサス

テナビリティの取組についても加速していただかないと厳しいところがあると感じる。１につい
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て、現状では国際的な評価は低位と書いてあるが、ただ低位なだけでなく厳しい状況になるので

はないかと危機感を持っている。我々は国産原材料、例えば酪農・生乳の調達があるが、ここに

はいくつかの社会課題がある。たとえば GHG の排出、アニマルウェルフェア、外国人労働者な

どの課題がある。メーカーと生産者団体が連携して取り組む姿勢が必要であるが、残念ながら生

産者団体に多少、温度差があると感じる。こういったところも行政でいろいろな取組を促進して

ほしい。 

海外展開をする中では、日本の食材、加工食品は競争力があるが、環境や人権に配慮した商品

にならなければ今後輸出できなくなるという危機感がある。ＥU では森林減少フリーの商品が出

始めて、森林減少にしっかりと取り組まないと輸入できないという規制ができつつある。これら

への対応も競争力の１つになっている。日本が得意なおいしいものを作って、品質も良いという

ことに加えて、ESG やサステナビリティにも取り組んで、そこについてもクリーンな状況にしな

けれればならない。こういったものをフードサプライチェーン全体で取り組んでいく必要がある。

国としてご協力をお願いしたい。 

 

〇公益社団法人商品等流通合理化促進機構 村上会長 

取りまとめではよく論点が整理されている。古田委員がおっしゃった問題は深刻な問題と考え

ている。先般、ワシントンのシンクタンクのセミナーで、森林保護に関するＥＵの規制によって

ブラジルの大豆輸出ができるのかといった非常に深刻な問題があり、そういう転換期がいろんな

面で見えてきているとのことであった。消費者までつながっているサプライチェーンの川上から

川下までのルールメイキングに政府が強く関与したいということは非常に結構なこと。 

国内における関係者の努力について話があった。政府としてのソフト面のインフラ整備、カー

ボンフットプリント、アニマルウェルフェアの認証規制などの国内のインフラ整備が非常に重要

でないか。それに則って、国内の農業関係者や調達するメーカーが対応するということになって

いくことになろうと思う。 

原材料の安定供給について書いてある２つもそのとおり。国産原材料の利用は結構なことであ

るが、そのためには政府あるいは農業サイドによる、ユーザーあるいは消費者が選択するための

条件整備が必要。その最大のものは内外価格差でユーザーや消費者の選択にとって価格は大きい。

基本法検証部会で出てきた整理の中で適正価格という話があったが、従来からガット・ウルグア

イラウンド以降で言われてきた「価格は市場で決まり、所得は政策で対応する」というものがど

こかにいってしまったというのが率直な印象。その辺を間違えると大変だと感じた。 

海外については、コロナ渦・ウクライナ問題で多少の混乱はあったが、サプライチェーンはち

ゃんと機能していたというのが、大方の評価ではないか。海外に依存するものについては調達先

の多角化を行い、サプライチェーンを維持することに注力することが必要ではないか。ウクライ

ナで穀物輸出が不可になった際に、中国は南米の穀物で在庫を確保していた。日本も多角化に力

を入れる必要がある。その観点で、特定農産加工業経営改善臨時措置法によって国際的な調達の

多角化も併せて検討していくことは、よい方向ではないか。 

物流問題については、サプライチェーンの強靭性を発揮していくために重要。民間が取組主体

になると思うが、政府の役割も大きい。取引慣行、契約内容見直し、パレット統一、取引の電子

化、モーダルシフト、ストックポイントのインフラ整備などの課題がある。既に整備されたもの
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も活用しながら解決していく必要があるが、政府がイニシアティブを取って利害関係者の調整を

行うことが大事だと思っている。その際は流通に多い中小零細への支援も政府で検討いただきた

い。 

 

〇公益社団法人日本農業法人協会 紺野専務理事 

本日示された今後の進め方の案と各課題について、的確に整理されていると考える。各課題へ

のアプローチについても、海外の動向の影響を受けやすい、あるいは、個社の判断のみに任せて

いては対応が進まないといった点を考慮した上で、国が関与する形で官民連携で課題解決に対応

する方向性になっているという点も評価する。 

これまでの会議を踏まえて、生産者サイドの団体として、本日の７つの課題のうち原材料の安

定調達に関連して意見を述べたいと思う。 

現在、基本法の見直しの議論が進められており、先日示された食料・農業・農村基本法の見直

しの方向性の第１で、平時からの国民一人一人の食料安全保障について明記されている。新型コ

ロナの大流行やロシアのウクライナ侵攻などにより、グローバルサプライチェーンの脆弱性が顕

在化し、現在は中東情勢が不安定化しているなど、食料安全保障上のリスクが伴っていることは

申し上げるまでもない。こうした中で、将来にわたって持続可能な食料システムを実現するため

には、食料システムの川上である国内農業の持続性を維持・発展させていくことは不可欠であり、

食品産業の国産原材料を積極的に利用拡大することも極めて重要だと考える。しかし、農業生産

コストが上昇する中で、農産物への価格転嫁が進まず、農業経営を取り巻く環境の厳しさが増し

ており、2040 年には現在の担い手が４分の１まで減少するといった試算も出てきている。 

特に畜産・酪農経営は、経営すら困難になりかねない状況が差し迫っていると報道されている。

したがって、本日 15 時に農林水産省畜産局長に「畜産・酪農経営に対する支援」というものを文

書にて要請してきたところ。現在の検討会と並行して、農産物の適正な価格転嫁に関する協議会

が開催されているが、そこでの知見が今後の政策にどのように活かされていくか注視してまいり

たい。  

農林水産省においては、検討会と協議会の連携を図っていただき、将来にわたって持続可能な

食料システムの仕組みを一刻も早く構築させていくことを期待する。最後に、特定農産加工法の

期限延長について話が出ていたが、この中には金融支援策も措置されており、国産原材料の利用

要件も書かれていた。この仕組みは国産農畜産物の利用拡大という生産サイドにも資する有効な

手段と認識しているので、生産サイドからも特定農産加工法の期限延長について、確実に措置が

なされるようお願いしたい。 

 

〇一般社団法人全国スーパーマーケット協会 島原常務理事 

食品産業の成長に向けた構造改革が必須な時期と感じている。社会構造の変化に即した持続可

能な体制の構築が必要である。我々スーパーマーケットが今非常に困っていることは、国民に対

し、第６のライフラインとしての食をしっかりと提供していかなくてはならない中で、人手不足

の問題が非常に深刻であるということ。今回の進め方の課題の６番目にある、事業継続と労働力

の確保について、当協会では来年度、この問題を再優先として捉えていきたいと考えている。資
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料の 21 ページにおいて、食品小売業の技能実習、特定技能１号２号は全て×となっているが、食

料品スーパーマーケット業界として特定技能制度への追加を要請しており、まさにこれをスーパ

ーマーケット業として真剣に取り組んでまいりたい。人手不足を解消しつつ、国民にしっかりと

食料品、生活必需品を届けるということで、スーパーマーケットの事業継続に理解をいただきな

がら、色々な体制の構築をお願いしたい。 

 

〇公益社団法人日本べんとう振興協会 嵯峨専務理事 

食品産業の持続的な発展について、産業とは、発展とは何なのか考えながら聞かせてもらった。

当然、食品産業はその業態を生業としている人、そして企業をどのように発展させていくか、海

外展開や輸出について国際的な評価をどのように上げていくかを検討する必要がある。そもそも

産業自体の存在価値を考えた際に、やはり日本の国内に住んでいる人たちに満遍なく美味しい食

品をお届けする、それらのことが色々と規制や資源の有限性、人権をキーワードとした労働力、

企業の競争に任せては中々うまくいかなくなっている。我々はコンビニエンスストアに主におに

ぎりや弁当などの米飯類を供給しているメーカーの集まりで、全国の 6 万店舗近くあるコンビニ

エンスストアに品質及び価格が均等な日配品を、国内の隅々まで供給することを使命としている。

霞ヶ関の地下のコンビニエンスストアで売られる製品も、中山間地域にあるコンビニエンススト

アで売られる製品も、常に同じ品質、味、価格で安心・安全で供給することを使命として、24 時

間 365 日対応している。そういうことを継続していくことは個別の企業努力だけではなかなか難

しく、問題が顕在化していくと思う。競争を確保しつつ、協調に向けた仕組みづくりや体制整備、

規制緩和ということについて、お力を借りながら進めていかなければならないと思っている。外

国人労働者の労働力の確保等をきちんと盛り込んでいただき、24 時間 365 日対応できるよう体制

づくりを強化していきたい。 

 

○株式会社一ノ蔵 淺見相談役 

お酒のメーカー、そして宮城県食品産業をまとめている２つの立場から発言する。食品産業の

持続的発展の大前提として食料安保がある。食料安保に食品産業がどのような役割を果たすべき

かを考えると、食品加工業が国産農産物をフルに活用することで、農業の振興を図ることが大き

なテーマとなるだろう。日本の場合、農産物の一番大きいものはコメ。自給率低下の一番大きな

要因もコメに由来するところ。コメをどう増産するか。これまでは主食用の扱いだったが、酒造

メーカーでは原料米を使っている。最近ではお弁当でも加工用の使用率が上がっている。まずコ

メを食品産業がどう支援をしていくか。コメの生産量が上がれば、異常事態の際に主食米の生産

が持続されており、食料安保に寄与する。戦時中に日本国民の食料をどうやって確保するかとい

う際に、栽培を奨励したのがサツマイモ。糖質原料であり、我々の業界視点ではアルコール発酵

もやりやすい。食料になり、一部アルコール燃料としても利用できる。食料安保の究極の形を前

提に考えると、主要農産物を食品産業ができるだけ使うことになるのではないか。 

お酒の場合、少子高齢化が進む中、国内のアルコール消費量が減っており、消費拡大は難しい

ということで輸出を進めている。海外で和食の展開が進んでおり、それに比例するように日本酒

の輸出も伸びている。しかし、最近アメリカでは和食の展開がピークに達していると言われてお

り、そこだけでは我々の売上も先が見えている。何年か前から知の集積も活用して地元の大学と
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共に、現地の食習慣に合わせた日本酒の開発に取り組んでおり、これから上市していく。日本食

とは異なる現地の食事があり、そこで日本酒を飲んでくれと言うのは無理がある。現地の食事に

合わせることが重要。こういったことを戦略的にやってきたのがキッコーマン。海外の醤油は日

本の醤油と味が違う。まさに現地の食に合わせた商品開発。それによって、売上を相当伸ばして

いる。 

もう一つは、こういった情報をどうやって入れていくかという点。酒の業界で言うと、海外で

日本酒を含めた食品の販売をしていることが大きく、JFC、西本貿易、宝酒造の三社では日本酒

より和食の食材の扱いが大きく、５年間で倍増している状況。和食の市場は１兆円の規模であろ

うと、ある記事では出ていた。まだまだ努力をすれば、海外の市場は拡大できると見ている。卸

会社も含め、JETRO等から食習慣等の現地情報を定期的に入れる仕組みも重要。 

 

〇株式会社スペックホルダー 大野代表取締役社長 

 日本全国の色々な生産者と話す中で、今の状態が続くと、もしくは 2030年、2040年といった長

期的な観点から考えると、生産を維持していくことが難しいという意見が非常に多いという印象

を持っている。世界の人口はどんどん増えており、例えばトウモロコシ等に関しては、これまで

日本にはアメリカの余剰分が入ってきていたが、バイオエタノールの燃料になって、日本に入っ

てこなくなるのではないかといった話も出ている。 

これらの課題解決を自治体や国だけの予算で抜本的な改革をするのは難しい。世界では、国だ

けでなく特に IT系企業のような大企業が動いている。フードテックがここまで各国で成長してき

ている裏側で IT系企業がかなり動いている。IT系企業は、普通の食を扱っている企業、例えば小

売流通業と比べて、利益率が全く異なる。日本も利益を出している IT系企業を巻き込んで、上手

く投資を呼び込むための仕組み作りをどう進めていくかが重要。また、地域の企業と大企業をマ

ッチングしていくことも大事なポイント。各産業で培った地域のノウハウを大企業も必要として

いるという仮説を立て、愛媛県、静岡県、宮崎県で、大手企業と地域企業をマッチングしており、

マッチング率は今のところ 89%。トヨタやソフトバンクといった大手企業が、自治体そして地元企

業と新しい事業を立ち上げて、産業そのものを変えていく。例えば、養殖で輸出を変えていこう

という動きをしており、実現すれば数百億円という、産業そのものが変わるような仕組みを作っ

てきている。地域と大手企業をどうマッチングしていくか、それを作っていくことも大事。その

際、単に大手企業が一社出てきて会社を創るだけでは、地元の１社や大手企業だけが利益を得ら

れるような仕組みになってしまう。せっかく大企業が地域に来るのであれば、それと連携して、

産業クラスターをどう構築できるのかを考えるべき。例えば、静岡県では丸紅と Proximarという

会社が、150億円程のお金を出して、国内最大級の陸上養殖の施設を作っている。トラウトサーモ

ンの年間流通量の約 10%である 5,300トンを出荷しようとしている。このように、今、静岡に陸上

養殖が集まっている。さらに、NTTグリーン＆フードという、100億円を投資して新しくできた会

社でも、国内最大級 100 トンのエビを養殖する等、産業になり得るような新しいものがどんどん

出てきている。陸上養殖ができるということは、たくさんの魚が加工、流通する。その周りに関

係するような、例えば産業廃棄物を上手く加工してペットフードを作る等など、地元の企業と連

携することで色々なことが考えられる。大手企業が入ってくるタイミングに合わせて産業クラス
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ターを作れるような、世界中の企業を誘致できるような仕組み作りを整えていくことが、中長期

的な観点からも必要。 

 もう一点、エネルギーについても中長期で検討した方が良いテーマ。今後エネルギーのとり方

が色々と変わってくると思う。今の生産を維持していくためにはどのような施策を打って行けば

良いか、今後検討していくと良いと感じた。 

 

○日本生活協同組合連合会 平野政策企画室室長（二村委員代理） 

 フードテックについて消費者の理解促進という意見がとても重要と考える。これについて２点

申し上げる。 

 まず１点目は、消費者の理解促進の進め方。フードテックの新たな技術について、独自のノウ

ハウが公開されないことにより消費者の理解が進まないといったことがないように、情報をでき

る限りオープンにし、透明性を確保して、専門家や機関が適切に評価を行えるよう進める必要が

あるのではないか。特に、製品の上市を急ぐあまり、拙速な進め方になるようなことがないよう

お願いしたい。また、その際にはリスクアナリシスの枠組みや、現行法令との関係でも適切な対

応が必要となる。新技術のリスクアナリシスが可能な人的リソースの確保と育成、関係省庁との

連携や役割分担が必要。 

 ２点目は、用語や定義について。WHOと FAOの報告書で、各国が早い段階から、それぞれの国や

言語の背景に応じて、明確で一貫性のある用語を確立し、誤解の発生を軽減することを推奨して

いる。これは新しい食品について消費者の理解を図る上で大変重要。製品の名称や表示にも関わ

るということで、重要な指摘。またフードテックに限らず、アニマルウェルフェアやフェアトレ

ード等、エシカル消費の推進に係る世界共通の言語を消費者に浸透させていくことも、これから

の課題と考えている。 

 

〇主婦連合会 柿本副会長 

消費者としては情報開示が非常に気になる。情報開示がされると資料８ページの環境にも好影

響となるのではないか。消費者を巻き込んだカーボンフットプリントの取組・仕組については、

丁寧な納得感のある発信をお願いしたい。 

人権については、国際指標の評価を上げることが、受け入れ態勢の強化や国産原材料の安定調

達に繋がると感じている。11月 22日に農畜産業推進機構の主催で、JＡいるま野の里芋の産地に

行ってきた。これまで農家が手作業で 10 段階の選別をしていたが、機械化により省力化ができ、

耕作面積が増えた結果、手取り収入が増えた。更には跡継ぎも増えているという話を聞いた。10

段階選別は消費者には細かい選別はいらない、という意見も出たが、優良品と並品と分けること

によって、優良品の安定的な高価格が維持できるようになったということでもあり、これは非常

に難しい問題をはらんでいると考える。選別機は非常に巨大で、投資額が膨らんでいるようだが、

地道な取組によって安定的な国産原料の調達は可能だと感じた。 

12ページの食と健康の優良国という発言・表現があった。これはエビデンスベースでの発信と

いうことだが、消費者としてエビデンスについては非常に興味・関心がある。是非、国内の消費

者に向けても発信をしていただければと思う。 
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〇全国農業協同組合連合会 由井参事（桑田委員代理） 

食品産業の持続的な発展については、国内の農業も含めて、大きなシステムの中で回っている

と感じている。システム全体としていかに持続的なシステムを構築していくかということが大き

な課題ではないか。ESGやサステナビリティの取組が重要であり、多少遅れているのではないか。

我々生産者団体も指摘をいただき、しっかり取り組まなければならないが、コストもかかる。再

生産可能な食料システムをどう構築していくかが重要だと思う。特に、最後に労働力の話が出た

が、生産現場においても人手が足りなくなってきているという状況がある。 先ほどの話での選果

場や、食肉センターも含めて生産現場だけでなく、消費者に食料を届ける過程の中で、いろいろ

な施設を稼働していかなければいけない。そういうところでも、人が足りない現状が出てきてい

る。その労働力の確保というところでは、食品産業の物流に加えて、生産現場の観点からも是非

ご検討いただきたい。 

 

以上 
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第３回食品産業の持続的な発展に向けた検討会の主な意見 

 

令和６年８月 29 日（木） 

 

◯全国農業協同組合連合会 齊藤代表理事専務 

食料安全保障の確保を実現するための農業を含む食品関連産業の価値連鎖を食料システムと捉

え、その健全で持続的な発展に取り組むとする今回の改正基本法の成立に御尽力いただいた皆様

に、まず御礼を申し上げたい。 

基本法を踏まえた基本方針について、検討会で議論されている食料システムが直面する様々な

課題への打ち手について異論はなく、明確な方向性を示していただいていると考えている。イノ

ベーションの導入や業界内外との協調・連携強化による新たな価値創造など、課題解決のために

取り組むべきフロンティアは多いと思うので、来年に向けた法制化に期待をしている。農業にお

いても、生産者段階で環境負荷軽減などに取り組んでおり、スマート農業を含む先端技術の導入

も進めているところ。全農としてもそうした生産者の取組を支援する立場にあるため、本検討会

の議論と歩調を合わせていきたい。 

１点、コストを考慮した価格形成について、食品産業の持続的な発展と表裏一体であるという

記載についてはまさにそのとおりだと思う。持続可能、かつ、様々な課題に対応した食料の供給

には、当然にコストがかかる。コスト全てを消費者に負担いただきたいということではなく、サ

プライサイドとしても努力をしてコストの圧縮に取り組んでいきたい。その中で、過渡的に発生

するコストについては、ステークホルダーの皆様の理解を得た上で御負担をいただきたく、その

ことは長期的視点でステークホルダー全体の利益に適うものと考えている。今回の議論を進める

上で、必須の共通理解ではないかと考えている。 

終わりに、農は国の基なりという言葉があるが、今風に読み替えれば、食料システムは国の基な

りと言えると思う。競争ではなく協調によって、長期的に国家安全保障に貢献できる誇るべき日

本の食料システムを皆様とともに作り上げる思いで、引き続きこの検討会に貢献していきたい。 

 

◯全国農業協同組合中央会 馬場専務理事 

私からは２点申し上げたい。 

１点目は、資料の P12 に、「食料システムの持続性確保に向けた国としての基本方針を示す」と

あるが、内容を検討する際には、改正基本法の目的に食料安全保障の確保が位置付けられている

ことや、食料の安定供給については国内の農業生産の増大を図ることを基本とすると記載されて

いることなど、改正基本法を十分踏まえて検討いただくようお願いしたい。 

２点目は、資料の P19 に、コストを考慮した適正な価格形成の検討と、食品産業の持続的な発

展に向けた検討を表裏一体の取組として検討する旨記載されている。これまでも申し上げたとお

り、コストを考慮した適正な価格形成の実現は、実需に求められる品質へ対応し、かつ環境・人

権に配慮した原材料を安定的に供給できる有望な産地を育てることにつながるものと思う。ひい

ては、多様なステークホルダーの皆様を含めて、食品産業全体の持続的な発展につながると考え

ている。付加価値向上に向けた、国産原材料の活用や環境負荷低減の促進に向けた記載もあるが、

これらを含めてぜひ前向きに進めていただくようお願いする。 
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JA グループとしても、今年３月に環境負荷低減・食料の安定供給・農業所得の確保という３つ

の観点からなる環境調和型農業への取組方針を決定しており、環境負荷低減等に向けた取組を進

めている。農業と食品産業のいずれかではなく、それぞれが相互に連携して取り組むことで、消

費者への理解促進にもつながり、持続的な食料システムの確立につながると考えている。関係者

の理解の下、来年の通常国会における法制化に向けて検討を進めていただくようお願いしたい。 

 

◯食品産業センター 荒川理事長 

まず総論だが、今般の基本法の改正において、食品産業を食料システムを構成する主たるもの

として、農業と同じ位置付けで基盤強化をしていく必要があるとしっかり位置付けていただいた

ことは、大変ありがたく思っている。本日、食農審でも議論が開始されたと思うが、食品産業に

ついては、本検討会と適正な価格形成に関する協議会を立ち上げ、より専門的に議論を進めてい

ただいていること、大変ありがたく思っている。資料の P19 に今後の進め方が書いてあるが、価

格形成ばかりが関係者の関心が高く心配していたところ、価格形成と本日の議論とを両輪として

制度化することとしていただき非常に安堵している。我々食品産業もしっかり頑張っていくので、

来年に法律を作っていただき、予算・税制・金融面でしっかり後押しをしていただければと思う。

従来は金融・税制での支援が主であったが、一昨年の経済安全保障推進法の策定以来、半導体や

医薬品など、特定重要物資については、驚くような財政支出が行われている。私見だが、食料が

経済安全保障、国家安全保障に占める位置づけは、半導体など以上だと思っているので、財政支

出ということもタブーとせず、金融・税制だけでなく、ぜひそういった支援体制を構築していた

だきたい。 

各論を３つお話しさせていただく。まず、４本柱で取組促進を進めていただけること、大変時宜

を得たものと思っている。農業との連携強化については、原材料の安定調達など、しっかり我々

のニーズを農業の皆様にお伝えしつつ、積極的に連携強化を進めていきたいと思っているが、生

産現場の皆様方も、価格・品質・数量の面で、国産農林水産物の安定供給が図られるようお願い

したい。２点目、環境負荷低減と技術の開発については、企業規模に関わらず、食品産業にとっ

て大変重要なことであり、農水省のみならず、経産省や環境省など、関係する省庁全体として、

御指導をいただかなければいけないものだと思っている。３点目、４本柱の４つ目（地域の食品

産業の中堅企業化の推進）についてはやや唐突感があり、中堅企業化というと限定的な印象を受

けるところ、食品産業の 98％が中小企業であるため、その中小企業を元気にしていただき、引き

上げていただくという意味で、改正基本法 20 条にあるような事業承継や新事業創出などといった

面を含めて事業基盤の強化について支援をいただきたい。最後に、いつも申し上げているが、食

料品は、最終的には消費者に利用いただくものであるため、消費者の理解醸成が何より重要と認

識している。我々食品事業者も、消費者の皆様に対して持続的な供給の必要性やそれにかかるコ

ストを開示して御理解をいただくことが大事だと思っているので、そういったことが促進される

ような支援もぜひお願いしたい。 

 

◯全日本トラック協会 若林理事長 

非常に多角的に検討いただいているものと拝見している。我々は、2024 年問題をはじめとした

物流関係の危機の関係で参加させていただいているところ、私も日本の農産物を愛してやまない
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国民の１人として、きちんと消費者までお届けするのが我々の産業の役目だと思っているので、

我々としても持続的に運ばせていただけるような体制を配慮いただけるとありがたい。その中で

も、コストを考慮した価格形成について、適正な価格形成に関する協議会が別途開催され、多角

的に検討いただいているといったことをお見受けしているが、今後とも議論が発展していくこと

を期待している。 

 

◯食品等流通合理化促進機構 村上会長 

基本法改正の中で、食料システム、食品産業を位置づけてもらったことは非常に良かったと思

っている。また、全体として、基本的な方向性について適正に整理されていると思っている。 

いくつかコメントさせていただきたい。基本方針に関して、現在の国民の食生活、食品産業の

状況を見ると、海外からの原材料・食品の安定供給の比重も大きく、それを無視して食料安全保

障というのはあり得ないと思っている。国産の拡大と併せて、その点も十分位置付けていただく

必要がある。その中で、農業と食品産業の連携の強化は当然のことであり、従来からも色々な政

策が行われてきたところだが、それがさらに強化されることは良いことだと思う。プラットフォ

ームや地域のコンソーシアムなど、場の提供という意味では非常に意義があると思うが、それが

機能するためには条件整備が重要。農地関連の改正で、農地所有適格法人の出資割合の上限が引

き上げられたと思うが、色々と要件が付いていて、きちんと機能するのかという気はしている。

また、果樹関係の仕事もしているが、担い手が非常に減ってきており生産基盤が弱くなってきて

いる中で、流通関係者も、「今後物が十分確保できるか」という非常に強い危機感を持って、自ら

生産に乗り出すという動きも出てきている。このような動きは色々な分野で出てきていると思う

し、食品のシステム全体を見ると、生産・流通・加工・小売の各分野の垣根が段々低くなってき

ていると思うので、相互に連携していくことは、今後の食料・農業システム全体の活性化のため

に非常に重要なポイントではないかと思う。また、中堅企業の活性化・中堅企業化というコンセ

プトも重要と認識しているため、中身を期待したい。 

適正な価格形成について、価格は需給で決まるものであり、価格のメカニズムや、市場機能が

損なわれるようなことがあってはいけない。また、各分野がコストの高止まりで、それを単に消

費者へ転嫁するということでは、消費者の理解は得られないし、合理化の努力が損なわれるよう

なことになってはいけない。日本商工会議所の調査で、2024 年問題に関連して、コスト上昇分を

約７割の企業が転嫁できていないと言っているが、コストを転嫁するためには、ステークホルダ

ー全体がコスト削減の努力をしていかなければいけない。そうでないと、持続可能性と整合性が

とれないと思う。 

流通の関係だが、フードサプライチェーンの維持は非常に重要だと思う。これはコロナ禍やウ

クライナ戦争、中東の不安定化の中で改めて認識されていると思うが、物流二法の施行に向けて

議論が行われているので、そちらについても実態を踏まえて実際に機能するようなものにしてい

ただきたい。 

サプライチェーンの合理化については、国の役割が非常に大きい。生鮮農産物でいえば、パレ

ットの導入促進、取引電子化のためのシステムの導入など、横断的に取り組まないといけない問

題があるが、利害関係の対立などにより、生産現場やそれぞれの流通段階で対応が必要になる。

そのような時には、国の指導的役割が非常に大きい。併せて、それを促進するための呼び水とな
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る支援も必要である。 

 

◯株式会社スペックホルダー 大野代表取締役社長 

私の方からは４点。 

まず、原材料の安定的な調達について、他国から調達するなど色々な施策があるが、もう１点

追加した方が良いと思うのが、中長期的な観点での代替化に関する研究開発。例えば、牛の餌に

使われているトウモロコシも、様々な部分で課題が出てきており、他国からの調達も限界を迎え

る時が来るかもしれないので、そうした際に備えて代替化の開発を支援していくことが必要だと

思う。例えば、木から牛の餌を作るような技術が日本で作られており、農耕飼料、粗飼料のハイ

ブリット版のような形でトウモロコシの代替化が図れそうだと言われている。そうすると、国内

で量産することが可能になってくる。これだけなく、代替化ができそうな様々なものがあるので、

これらを中長期的な観点で制度や資金も含めてサポートできるようになると良いと思う。 

次に、事業承継のところで、国内においても M＆A を強化するという動きはここ数十年の間に

進めていると思うが、現状として、買いたい人は非常に多いが、売り手、特に優れた技術を持っ

ている人で売りたいという人を探すことが難しくなっている。そうした部分のサポートや、手数

料の負担など、M＆A や事業承継がしやすくなる環境を整えていくことが非常に重要だと思って

いる。M＆A の経営者にお聞きすると、売りたいと手を上げている企業は、赤字でどうにもなら

ない、あまり買収したとしてもうまくならないようなところばかりで、どの経営者も共通して苦

労されている様子。忍者カンパニーと接点を持つのが難しい。また、手数料の部分がハードルに

なっている。どのような制度を作っていけば M＆A をやっている事業者が動きやすくなるのかに

ついてヒアリングすると、この部分の政策がいいものに仕上がっていくのではないか。 

３点目として、各地域には食の産業クラスターの中から生まれた素晴らしい技術を持っている

企業がたくさんあり、こうした各地域の力を持った企業を支援していくことが重要である。私は

こうした企業のことを「忍者カンパニー」と命名しているが、こうした「忍者カンパニー」にど

ういった人がいるのかを日本全国でリスト化し、海外に情報発信していくことが重要だと思う。

日本に海外から投資が集まって来ない理由として、まず海外の人は「忍者カンパニー」のことを

ほとんど知らないということがある。英語での情報発信が非常に弱いので、国や JETRO を含め

てサポートしながら、地域の中小企業が海外に出ていくサポートを今まで以上に手厚くすると良

いと思う。最近、米国の大手清涼飲料メーカーの CEO が、日本のフードテック・食品産業の技術

を持っている企業へ投資したいということで来日され、案内したが、こうした力のある企業のこ

とについてほとんど知らなかった。さらに、中小企業の方達は英語の対応ができないことが多く、

契約面についてなど、誰かが支援する必要があるので、そうしたところをサポートしていくこと

が重要。 

４点目としては、農水省の管轄外かもしれないが、政策の中にエネルギーの問題をどうしてい

くかということを入れた方が良いと考えている。持続可能な食を目指していくというときに、農

水省としてエネルギーの問題に対してどう対応していくかを検討するのは非常に重要なポイント

だと思っているので、エネルギーの課題、それに対する対応策を検討していくことができると、

さらに良い内容になるのではないかと思う。 
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◯明治ホールディングス株式会社 松岡常務執行役員 CSO 

 食品産業が抱えている課題についてよく整理されていると理解している。食品メーカーの立場

として、具体論も含めて意見を述べさせていただく。 

まず、持続可能な食料システムの構築に向けて、企業としては、株主や投資家からサプライチ

ェーン全体における環境や人権への配慮を非常に強く求められている。明治グループとしても、

例えば、カカオ生産地での児童労働や森林減少、酪農業における呼気メタンをはじめとする GHG

排出量の削減、外国人労働者の人権課題、アニマルウェルフェアの向上などといった、原料生産

地での様々な社会課題について、外部パートナーと連携しながら取り組んでいる。また、生産工

程においては、省エネ活動や太陽光発電による創エネ、再生可能エネルギー由来の電力の利用、

プラスチックの使用量削減などといった活動に取り組み、環境負荷の低減や人権課題への対応を

実施している。 

ただ、こういった活動をするにあたっては、かなりのコストが発生するというのが事実で、企

業努力によってそれを吸収しているのが実情である。こうしたコストを製品価格の方になんとか

転嫁していきたいが、正直言ってそういう地合いではない。サステナビリティ活動によって作り

出された社会価値を、お客様価値にどうやって変換できるのかということを常々社内でも議論し

ているところ。我々としては、環境や人権の活動を、ストーリー性をもってお客様に伝えて共感

してもらうことによって、お客様にとっての付加価値になれば、お客様価値に変換されるのでは

ないかと思っている。お客様が商品を購入する際の判断基準として、価格や品質以外に、企業が

人や社会、環境に配慮したことも加えていただければ、お客様価値に変換されやすいのではない

かと考えており、いわゆるエシカル消費をもっと浸透させれば、市場環境が変わってくるのでは

ないかと思う。将来世代に影響を与えるエシカル消費の重要性について、農水省をはじめとする

省庁、業界団体、食品メーカーが連携して普及啓発に取り組み、お客様のエシカル消費に関する

理解・浸透を図って、行動変容を促進することを、資料 19ページの最後のところでも意図されて

書かれたものと理解している。 

２点目、明治グループとしてもサステナブル調達アンケートというものを実施しており、その

結果に基づいて、一部サプライヤーとサプライエンゲージメントを実施している。今までに 30社

ほど実施してきたが、その中で感じているのが、脱炭素や人権に関する取組には、企業間でかな

り温度差があるということである。かなり取り組んでいるところと、まったく取り組んでいない

ところがあるというのは、市場での競争という観点では非常に不公平感があるのではないかと感

じており、競争条件を揃えるという意味では、政府の方で、義務化をある程度進めていただくこ

とも必要なのではないかと思う。カーボンプライシングの導入などで GXリーグにも参画している

が、こういったところで取組を本格化していくことや、人権デューディリジェンスについても、

早い時期にある程度義務化していくということが必要だと考えている。 

３点目、16ページの CFP算定のガイドラインの策定について、農水省にご指導いただきながら

進めていただき感謝申し上げる。明治グループとしても製品別の CFP 算定のシステム化を検討し

ており、より多くの商品で CFP算定をシステム化しようとしているが、かなりのコストがかかる。

こういった部分については、補助金などの支援策をぜひお願いしたい。 

 

◯日本チェーンストア協会 牧野専務理事 
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 先ほどから皆様が言及されている資料 19ページについて、これは今後の政策の全体像という形

でまとめられていると思う。非常に分かりやすいが、適正な価格形成に関する協議会でも何度も

申し上げているとおり、コストを考慮した価格形成自体は当たり前のことではあるものの、それ

を制度に乗せていく場合には、あらゆるものが対象になるのではなくて、まさに生産供給の持続

性が本当に危ぶまれているものが対象だというのが議論のスタートだと理解をしているため、こ

の場でも申し上げておく。一方で、食品産業の持続的な発展は全方位的な取組だと思料しており、

ご紹介いただいた政策の方向性については非常に良いことだと思う。 

その上で質問になるが、まず 12ページ、「『協調』の取組への計画的な支援」とある下に、競争と

協調モデルという図があるが、この上の「協調」の取組というのは、協調領域に限られるのか。

例えば、農業者と食品産業が連携して新商品の開発をするということは当然あり得る話で、そこ

は資料の図中では競争領域に入っているわけだが、そういった取組は支援の対象にならないのか。

そういったものも絶対に対象にすべきだと思う。もう１つ、農業と食品産業の連携強化について、

その例として 14ページに白ハト食品工業株式会社の例があるが、説明を読む限り白ハト食品工業

株式会社自身が農業に参入したということで、食品事業者と農業者の連携ではない事例のように

読めるが、食品産業自身が農業に参入することもこの連携に含まれるのか。含めるべきだと思う

が、その点について確認したい。 

 

◯日本生活協同組合連合会 平野政策企画室室長（二村委員代理） 

資料について、今後の課題の重要なポイントを４点挙げられており、この取組に期待をしてい

きたいと思っている。また、これまでにご発言された各委員の内容に対しても大変共感する部分

が多かった。消費者の理解を得ながら取組を進めていくことが、新しい改正法の中でも重要なポ

イントとなってくるものと思っているが、そこについての具体的な要望や問題点の提示は今回行

われるには至ってないかと思う。価格形成のところでは、消費者の理解という部分に非常に期待

されている。また、改正基本法の中でも第２条において、食料の供給は多様化する国民の需要に

即して行っていなかければならないというのが前提だということが確認されているため、そうし

た点を十分に考慮して、４つの新しい取組の方向性を詰めていただきたい。 

例えば、資料 15ページの農業と食品産業との連携強化の話について、様々な技術をもったメー

カーがまだまだ地域にあって、その力をプラットフォームやコンソーシアムのような形で活かし

ていくという提案をいただいている。消費者の理解を得るために、商品を開発する段階で、一度

消費者モニター活動を行い、商品の特徴やストーリー、味、コスト、環境への配慮などを伝えた

上で、どこまで消費者が価格について許容するのかをきちんと検討していくというプロセスは、

消費者が参画する食料システムの新しいあり方になるのではないかと思う。生協でも多くのＰＢ

を作らせていただいているが、各メーカーに尽力いただいて、100人単位で厳しくモニター活動を

行い、本当の意味でこれが上市されて受け入れられるのかということを見極めて売り場に出すと

いうことをやっている。商品開発にはものすごくコストがかかる上、売れなかった場合に大きな

ロスになるため、こうしたことを防ぐことにもつながる。地域で新しい食品を作っていくときに、

上市する前に消費者とコミュニケ―ションをとるということを、今後検討していく中で織り込ん

でもらえると良いのではないかと思う。そのような場が地域ごとに増えていくことが、消費者の

理解を促進する良い機会になるのではないかと思っている。 
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◯日本惣菜協会 清水専務理事（今里委員代理） 

今、コメが大変なことになっていて、スーパーマーケットや我々の業務用のコメもない。また、

新米の価格も相当高く、去年１万４千円程度であったものが今、２万４千円になるのではという

状況。食の外部化がどんどん進み、外食・中食の消費は今でも伸びていることから、事業者がコ

メを消費・利用しやすい環境を作っていただくということが、生産者にとっても重要なことだと

思っている。そういった観点から、生産性をあげていくこと、経営を考えること、自立する農業

という点を、明確にすべきだと思う。例えば、年間 40 日程度の労働日数でコメの生産をされてい

ると思うが、１年間を考えて、どのように他の品目を含めてやっていくかということについて、

農業生産法人であればしっかり考えていくと思う。単位当たりのコメの単価がどの程度が良いの

かということを考えると、農業生産法人がしっかり生産性を考えていくことが重要で、そうなれ

ば、食料安全保障にもつながり、また輸出競争力もついていき、私どもも納得価格で買えること

となり、生産者も我々も儲かる。このあたりをしっかり考えていく必要がある。 

資料 14 ページの、改正農業経営基盤強化促進法、これは大変良いことだと思うが、障害が発生

するようなことがないようにしてほしい。先般、兵庫県の養父市が、農業特区をやられていたが、

継続できなかったという例がある。こういうことがないように、しっかりと農業経営を考えてい

ただいて、生産性の向上を考えた農産物の生産をぜひお願いしたい。 

もう１点は、今、外食も食品産業も大変な人手不足である。食品産業の従事者 120 万人程度の

中で、50～60 万人が、惣菜製造業、それも盛り付けに従事している。資料 17 ページで、盛り付

けのロボット化を紹介いただいたが、資料にあるものは３年前に設置したもので、今はさらにそ

の４分の１の大きさのものができているということだが、まだまだ単価が高く、普及が大変な状

況である。現在は、いかに安くするかということに取り組んでいる状況。 

また、規格の統一による生産性向上もしていかなければならない。クレートやパレット、商品

規格書の統一、このようなことが生産性向上のためには重要だと思っている。 

さらに、外国人労働者の拡大をお願いしたい。現在、高齢者や障害のある方の雇用を進めてお

り、75 歳から 80 歳を超えた方にも、惣菜工場の中で働いてもらっているが、それでも人が足り

ないというような状況。年金適用拡大、３号制度、働き方改革といったことで、ますます働く時

間が短くなっており、働く人たちが少ないという状況である。そういう点では、様々な打ち手を

考えなければならないと思っており、色々な形で、行政からの支援をお願いしたい。 

 

◯株式会社 UnlocX 田中代表取締役 CEO 

私の方から４点申し上げたい。 

まず、11 ページに施策の現状と展開方向とあるが、産業化という言葉をキーワードにあげてい

くことが重要かと思う。例えば、技術基盤を作って、海外や世界に展開していくなど、食の産業

のグローバル産業化ができないか、あるいは場合によっては培養肉や精密発酵など、今までの生

産方法と違う新しい技術基盤や、環境課題解決をするような技術基盤など、この先日本という国

を守りながら、どのような産業を作っていかないといけないかといった議論があったら良いと思

う。食品メーカーの方とお話しすると、本気を出せば売り上げを２倍にできる、と言われること

がある。本気を出せばとは何か、ということを分解していくと、実は組織間での縦割りを解消し
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て一緒に議論して考えていくと新しい価値が生まれてくるということがある。企業の中だけでは

なくて、例えば中小企業間、あるいは中堅企業間、あるいはスタートアップ等、今まで協業をと

っていなかったところが協業していくと、新しい価値が産まれたり、新しい産業になったりする

ということで、産業化の方向性の１つになるのではないかと思う。 

２点目は、「共創」についてである。協調の目的として、縦割りをなくし、コストをシェアする

という形の取組は進めやすいと思う。他方で、そういった協調と異なり、共に価値創造する「共

創」というモデルもある。ぜひ、このモデルも使い、複数社で海外に行くなど、攻めの共創拠点

といったものが必要だと思う。海外展開するのが個社となると、特許の問題等や交渉力等の関係

で、実は立場が弱くなってしまうということがあり、そういった意味で、攻めの共創領域が必要

だと思う。 

また、民間の方と話していると、皆さんこの国をなんとかしたい、世界をなんとかしたいとい

う視点は、国家や地球レベルだが、実際にビジネスに落とし込んで、自分たちでやれるところか

ら始めようとした時との間にギャップがあるという課題がある。１社で解けない課題の解決手段

としての共創拠点は、海外では出てきているので、このような業態・業種を超えた一段上のレイ

ヤーで課題を考えられる座組、中間組織体のようなものが、必要ではないかと思う。 

３点目として、コストを反映した売価、付加価値化といった話があるが、鍵を握っているのは、

新しい顧客設定の開発だと思う。例えば、アメリカだとスタートアップ向けのコンビニのような

ものがあり、スタートアップの新しい技術を紹介するようなチャネルが出てきている。もちろん

日本でもそういった動きも出て来てはいるが、今までと違った売り方や接点の持ち方といったと

ころまで含めて検討すると、コストを反映して最後、どこにもっていくのかということを考えや

すいと思う。 

最後に４点目として、補足資料の中にスペインの取組があるが、日本が目指す価値創造のイノ

ベーションのモデルはどこを参考にするのかというのは考えてみても良いと思う。アメリカ型や

ヨーロッパ、東南アジア、中国などがあるが、私たちが今、非常に面白いと思っているのはスペ

インのモデル。スタートアップが各地域の産業クラスターのような人たちに守られていて、各農

地の農産物を活用して、そこにシェフの方々が入るようなモデルであり、こうしたモデルは日本

の参考になるのではないかと思っている。我々が一体どういったモデルをベンチマークにするの

かといったことも重要だと思うので、もちろん全ては取り入れられないと思うが、１つの参考の

視点として述べさせていただく。 

 

◯DAIZ株式会社 杉山顧問 

大きく２点申し上げたい。 

まず 、資料 17 ページの「技術の開発・利用の推進」について、DAIZ というスタートアップ

の顧問としての観点から発言させていただければと思う。 

技術の開発といった場合、スタートアップが１つの大きなプレイヤーとして位置づけられると

思うので、従来の食品産業の中核になっておられる会社に加えて、スタートアップという言葉も

入ってくると良いと思う。食品にかかる技術という領域であるので、それなりに研究開発に時間

を要し、スタートアップとしては、お金を集めてそれなりの期間、いわゆるＪカーブで、赤字を

掘って売上がつかない中でもじっくりと研究開発を進めていく、いわゆるディープテックという
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ような領域になると思う。食品産業においては、売上が立つ時点に技術開発が到達しても、どう

しても価格について比較的厳しい中でのビジネスという側面があるが、その中でも、投資家から

資金を集めながら研究開発をしていくスタートアップが、食品産業において重要な役割を果たし

ているという認識はあってもよろしいのかなと思う。また、資料に、「先端技術の研究開発」と書

いてあるが、技術が食品産業で生かされるためには、必ずしも最先端のものだけを作っていくと

いうことではない。価格についてシビアな業界なので、例えば、原価低減を図る技術や、運送の

時に軽くなるとか圧縮されるとか、そういった様々な分野における工夫もまた、技術が生かされ、

食品産業の発展に貢献している場だと思う。そういう意味でこの技術というところはもう少し広

めに認識することも必要ではないかと思う。 

それから、資料 15 ページの左下に、地域コンソーシアムという言葉があるが、DAIZ も熊本県

に立地をしている。地域連携という観点で、最近では、熊本に東海大学の農学部が立地している

が、同大学の熊本キャンパスが産学連携センターを作り、金融機関、行政、企業等と連携協定を

結んだという事例がある。資料に記載をされているようなコンセプトでプラットフォームを作り、

この場を広げていこうということを今取り組んでいる。そういう意味でも地域コンソーシアムの

核として、大学というのも１つの主体として捉えても良いと思う。例えば、熊本空港や東海大阿

蘇くまもと臨空キャンパスもある益城町では、益城町の名産品を使って、これを商品化していく

というようなプロジェクトがある。これは日本航空さんと一緒に取り組んでいて、東海大の学生

もアイデアを出しており、このような地域の連携というのは、それぞれのステークホルダーと協

力しつつ、今後も進めていくことが必要だと思っている。 

 

◯日本農業法人協会 紺野専務理事 

 資料 19 ページについて、バランスよくまとめていただいた。是非、今後具体的な施策の充実・

実現について、基本計画の詰めと併せて、よろしくお願いしたい。私からは具体的なことを２点

申し上げたい。 

１点目は、農林水産省の資料の中で、基幹的農業従事者が 2040 年には１/４の 30 万経営体ま

で減る、という非常に厳しい数字が公表されている。国内の食料生産を４倍にしなければ食料が

供給できないということになり得る。我々としてはコスト削減や生産性の向上のために、大規模

化が必要だということで、農地の集積・集約化に加えて、大規模化と基盤整備をもっと強調して

欲しい。例えば、北イタリアの稲作地帯ではすでに 500ha を４人で生産しているという実例もあ

る。 

２点目は、中長期的には円安傾向が続くことは常識だと思われる中で、海外からの安定的な原

材料調達の懸念があり、国産原材料の生産の強化が必要になる。そうしたときに、政策実現のツ

ールとして、日本政策金融公庫農林水産事業本部の食品産業向けの融資制度がある。食品企業が

国産農畜産物を計画的に使用し、更に増加させることを含む支援制度である。資料の中堅企業や

地域先導食品事業者の内容を見ると、融資制度の充実強化は１つの施策として十分活きると思わ

れるので、予算や制度の充実、運用の改善・柔軟化をお願いしたい。 

 

◯日本スーパーマーケット協会 江口専務理事 

中堅企業化の推進については、中小を引き上げていくということだと思っているが、他方で、
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18 ページには「中堅企業は国内で事業・投資を拡大し、地域での賃上げにも貢献している重要な

存在」という記載があるように、既に中堅企業となっているところに支援するイメージにもとれ

るがどうなのか。競争環境を阻害するような支援は避けていただきたい。 

また、協調の取組は絶対に必要だと思っている。スーパーマーケットの取引上の課題として、

中小企業のデジタル化が進まないという課題がある。我々も人手不足のため、そういったデジタ

ル化が進んでいないところとの取引は難しくなっている。そういった領域を協調して標準化して

いくことを少しずつ進めていくということを、ぜひやっていただければと思っている。 

価格形成について、最近、コストアップ分を 100%転嫁することが正しいといった話をよく聞

くようになっている。確かに、生産性向上等で努力をしても吸収できない部分を転嫁しようとい

う意見は正論であると感じるが、自由競争が基本であり、売り手側にも最終的には競争領域・競

争環境があり、買い手側はより条件がいい商品を選択するということは、しっかりと認識してい

ただいた方が良いと思う。 

 

◯日本べんとう振興協会 嵯峨専務理事 

私たちはコンビニエンスストアに、お弁当やおにぎりといった米飯類を日配品として提供する

事業者の集まり。やはり、ご飯は炊きたてが美味しいため、ご自宅でご飯を毎日炊いて食べると

いうことが難しい方に、コンビニエンスストアを通じて日配品を提供しているビジネス。各事業

者は、作りだめや送りだめができず、日配品として 24 時間 365 日恒常的に日夜作り、作り立てを

食べていただくことを基本にしている。したがって、企業規模は、数や鮮度の問題でどうしても

一定の範囲を超えることができず、中小企業が大半の担い手となっている。その中で、担い手の

持続的な発展ということを考えた時に、例えば今日出ているような自動化・ロボット化、冷凍の

技術、それから流通のシステムについて、一定の企業規模を前提として考えられていると感じて

おり、中小事業者とミスマッチが起きているため、中小事業者の手も届くような仕組みづくり・

支援をぜひお願いしたい。 

競争と協調は重要なキーワードだと思う。中小企業が競争と協調していくことによって、中堅

企業レベルとして地域でますます活性化できるような仕組みをつくっていただければと思う。 

 

◯全国消費者団体連絡会 平井事務局次長（郷野委員代理） 

コストを考慮した価格形成の検討と、国産原材料の活用や有機農産物などを通じた環境負荷の

低減等による付加価値の向上を併せて促進するということは非常に重要なことだと考える。ただ

し、生活が苦しくなっている消費者が増えてきている中で、付加価値が向上するということだけ

で消費者の理解が必ず得られるわけではなく、様々な状況の消費者がいるということにも配慮が

必要だと思う。その中で、持続的な食料システムの確立に向けた取組を進めていく際に、消費者

に理解していただくことが重要になると思っている。ただコストの指標化や見える化をするだけ

でなく、環境や人権、フードテックなどを例に挙げると、世界的にどういった動きがあり、日本

は今どういう状況なのか、実際にどういったことに取り組んでいるのかなど、そういった点の情

報発信や説明等を行っていただき、消費者と密なコミュニケーションをとって進めていただけれ

ばありがたいと思っている。 

消費者の視点で見た時に、様々な立場、多様な消費者が、商品の背景を知って自ら選択できる
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市場に向けた持続的な食料システムの確立を要望する。 

最後に、今現在、コメの供給不足が起こっており、需給バランスが崩れただけで、結果として

価格の上昇などの変化が起きてしまっているという状況。消費者感覚としては、そのような不測

の事態の対応も念頭に置きながら、生産者を支え、消費者が安心できる持続的な食料システムの

あり方を考えていただければ幸いだと思っている。 

◯主婦連合会 柿本副会長

子ども食堂やフードバンク活動等が盛んに取り組まれていることからもわかるように、食事に

困っている方も多くおられる。生活者として、無い袖は振れないという状況がある。基本的な方

向性としては説明していただいた内容で良いと思うが、３点申し上げたい。 

まず、環境負荷の低減に関してはあらゆる場面において必要だと考える。レンタルパレットの

活用が始まっていることをニュースで知った、工夫をしていただければと思う。 

エシカル消費について、多くの消費者はエシカル消費をしたいと思っているので、行動変容の

ためには、情報開示をしていただくことが非常に重要なのではないかと思う。 

農業と食品産業の連携強化について、共同出資の形等による事業者の連携のあり方があるので

はないかという説明をいただいたが、農業者を守る形で進めていただきたいと思う。利益の追求

も大事だが、それぞれの地域で大事に育てられてきたものをうまく活用していけたら良いのでは

ないかと思っている。 

合理的な価格形成については、消費者としては、情報開示を頂けなければ難しいということ、

環境負荷低減の取組を進めてほしいということを重ねてお願いしたい。 

以上 
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第４回食品産業の持続的な発展に向けた検討会の主な意見 

令和７年１月 21 日（火） 

◯食品等流通合理化促進機構 村上会長

まず、改正基本法の条項を踏まえ、農業者から消費者に至るまでの食料システム全体の視点か

ら持続可能性を図るという法制度をしっかりと作っていただいた点を高く評価したい。

また、本日のテーマではないが、もう一つの柱として、適正な価格形成について、これまでも

何度か話をしてきたが、卸売市場の本来の機能を損なうようなことがないよう、御配慮いただき

たい。

それから、今回の制度にも流通の合理化があるが、依然として物流問題は食料システム全体に

関わる大きな問題。今回、複数の計画の制度が導入され従来の流通合理化計画一本と異なり複雑

になるかと思うので、関係者の理解を得ながら進めていただきたい。 

さらに、消費者の選択への寄与との関係で、環境配慮のラベリングや認証システム等は色々な

ものが存在。これは製造業にも通じる話であるが、それぞれの関係者、当事者が選択するもので

あるため、このラベルや認証は良い、悪いとは言いにくいとは思うが、全てを一律で支援してい

くかどうか、考えるべきだと思う。

最後に、全国プラットフォーム、それから地域のコンソーシアム、これは非常によい内容。食

品産業コンソーシアムやクラスター制度など、これまでも類似の取組をやってきたものの、財政

的支援などの国の支援があれば動くが、それが無ければ進まないことが多い。今回、法的に位置

づけをしていただいたということは、こうした取組を重視されているということであり、非常に

よいと思う。

◯明治ホールディングス株式会社 松岡常務執行役員 CSO

 本日御説明いただいた持続可能な食料システムの実現に向けた取組と支援策について、食品

産業として取り組むべき社会課題がほとんど網羅されており、内容的には問題ないと思う。この

ような広範囲な支援、特例措置を取りまとめていただき、我々としても、さらに色々な課題に対

して取組を進めることが出来るのではないかと感じている。私からは、食品メーカーの立場とし

て、５点ほどお話させていただきたい。

１点目について、資料 10 ページの具体的な取組のイメージについて、温室効果ガスの削減の取

組として、色々と記載はされているが、例えば冷蔵・冷凍設備での特定フロンから自然冷媒や代

替フロンへの転換や、工場での太陽光発電設備の設置あるいは再生可能エネルギー由来電力の活

用なども含まれるのではないかと思う。また、プラスチック資源循環の取組の中には、再生プラ

スチックやバイオマスプラスチックの使用なども含まれると理解している。記載の取組以外でも、

どのような取組を考えられているかということをお聞かせいただきたい。

２点目は資料 11 ページの持続可能性に配慮した原材料調達について、これは食品メーカー共通

の課題であり、特に原料生産地における森林減少や、児童労働、強制労働、生物多様性の損失な

どは、非常に重大な社会課題であると我々は捉えている。その解決策の一つとして、RSPO 認証

パーム油のような認証された原材料が挙げられ、もちろん我々もそういった調達はしているが、

例えばこうした第三者機関による認証を取得しなくても、明治グループとしては、外部パートナ
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ーと連携しながら、カカオ農園を実際に訪問し、森林減少や児童労働等の実態を確認して、問題

があれば是正・改善するということも行っている。この辺りも是非御理解いただければと思う。

明治グループでは、独自の明治カカオサポートという取組があり、今お話ししたようなことをイ

ラスト化してマークを作って、商品に表示していくということにも取り組んでいきたいと考えて

いるところ。 
３点目も資料 11 ページについてであるが、企業のサステナビリティ活動によって社会課題を解

決することで、社会価値を創出することが出来るということだが、これが消費者にとっての付加

価値として受容されなければ、企業の自己満足に終わってしまうと常日頃考えている。消費者に

対し、社会課題の背景や、消費者にとってのベネフィットなど、これらを含めてストーリー性を

もってお伝えし、消費者が理解・共感し、価値として感じてもらうことで初めて付加価値に変換

出来ると思っている。サスティナビリティと事業の融合は、そう簡単なことではないが、具体的

な取組のイメージ②で示されているように、食品メーカーと小売業が協力し、ストーリー性のあ

るサスティナビリティ情報を店頭からも発信して消費者に伝えていくことが非常に重要であり、

我々も是非これに参画させていただきたい。 
４点目は資料 20 ページに示されている、カーボンニュートラル投資促進税制の活用について、

これにより中小企業でのＧＨＧ排出量削減の推進を是非後押ししていただきたい。なぜかという

と、スコープ３の削減策の一環として、ＧＨＧ排出量削減をテーマとしたサプライヤーとのエン

ゲージメントを実施している最中であるが、こうした施策があれば、サプライヤーにおいて、脱

炭素活動が促進されるため、我々にとっても間接的ではあるが非常に役に立つと感じる。 
最後５点目について、資料 24 ページに示されているように、食品産業の抱えるサスティナビリ

ティ課題の中には、個社だけでは解決できない社会課題が非常に多くある。官民あるいは複数の

企業が連携して取り組む仕組みづくりが重要。例えば、プラスチック資源循環の自主回収・再資

源化といった取組については、正直個社だけでは難しいところであり、地方自治体も含めて、食

品メーカーと小売業が連携していかなければ解決はできないと考えている。引き続き、官民連携

の場があれば積極的に参画していきたい。 
 

◯全国農業協同組合連合会 齊藤代表理事専務 

今回の持続的な食料システムの確立に向けた施策の法制化について、大変お忙しい中、とりま

とめに御尽力いただき感謝。施策の中身について申し上げたい。 
まず１点目は、具体的な施策に関して、資料８ページのとおり、農林漁業者との安定的な取引

関係の確立として、国内の生産者と地域ＪＡを経由した契約取引や、輸入小麦から国産米粉への

切替、また、資料９ページの流通の合理化において、青果物流通における高度な品質管理が可能

な施設等の使用を促すなど、意欲的な支援策を盛り込んでいただき、一次産業に携わる生産者サ

イドとしてとてもありがたいことだと感じている。我々ＪＡグループ、全農グループとしても、

今回の支援策を食品産業の皆さまとともに活用させていただき、国産農畜産物を付加価値の高い

状態で、持続的に消費者にお届けする仕組みの確立に貢献してまいりたい。 
２点目として、適正な価格形成に関して、資料６ページにもコストを考慮した商品の価格形成

について、食品産業の持続的な発展と表裏一体であるという記載があるが、生産者の期待も非常

に大きいテーマ。今回御提案の取組とあわせて、広く消費者に理解をいただけるよう、我々も訴
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えかけていくので、国による広報活動についても更に強化をお願いしたい。 
 

◯主婦連合会 柿本副会長 

社会課題の抽出が網羅されているように思うが、これからはいかに法制度に従って具体化して

いくかというところが問題になるかと思う。４点お話させていただきたい。 
まず、資料 10 ページの環境負荷の低減について、日本企業の環境対応への国際的な評価の向上

が課題と書いてあるが、日本の食品会社の国際的な評価があまり高くないということかと思う。

努力はされていると思うので、具体的な取組のイメージなどが世界的標準にマッチしたものかど

うかをきちんと評価しながら進めていただけたらよいのではないか。    
それから、資料 14 ページのプラットフォームの構築だが、とても重要だと認識しており、具体

的にはどのようにしたらよいのか一消費者にはまだ想像がつかないが、図上の関係者の３つの円

が重なったところを重視して進めていただきたい。 
次に、資料 11 ページに関して、消費者の選択への寄与ということで、従前から申し上げている

が、正確な情報提供というのを是非お願いしたい。その際には、具体的な取組のイメージで記載

されているラベルなどの情報表示について、これからは QR コードなどにより消費者が情報を得

るなど、そうした方法も同時に研究していただきたい。EU などでは、コロナ前にはもう既にあら

ゆる商品に QR コードがついており、子どもたちは小学生のうちから、QR コードで情報を得る

訓練をしているとドイツの消費者団体から聞いた。電子ポップなどが進んでいるスーパーマーケ

ットなどについては、私も利用するが、便利だと感じているので、併せてお伝えする。 
また、資料 22 ページについて、これからは専門性のある公的機関との連携というのが非常に重

要になると感じている。民間企業が施設等の供用を受けようと思った場合に、利用可能な施設等

が一目でわかる一覧表のようなものが必要だと感じるので、是非御準備いただきたい。 
 

◯日本チェーンストア協会 牧野専務理事 

 何人かの委員の方の御意見で非常に網羅的な支援だというお話があったが、私からは、網羅的

であるが故に、何が支援対象になるのか、ならないのかを分かりやすくしていただきたい旨申し

上げる。制限等をはっきり出していただかないと、せっかく相談したのに使えないというような

話になってしまう。例えば、食品工場の屋上への太陽光パネルの設置も支援対象になると思うが、

これが新しい制度の対象になるのか、ならないのか、について教えていただきたい。 
また、どのような取り組みが支援の対象になるかは、基本方針で大臣が定めることになるよう

だが、例えば流通の合理化に含まれることになるであろう納品期限については賞味期限が長期の

ものを対象とするという方向性が定まっており、こうしたものについて、誤解が生じることのな

いよう具体的かつ分かりやすい記載をお願いしたい。 
 

◯株式会社スペックホルダー 大野代表取締役社長 

コスト構造の透明化やフードテック支援、環境負荷低減などの新しい取組が入っており非常に

よいと思う。 
まず総論として、食品産業を持続可能なものにするというのは、ビジネスとして成立させ、利

益を出していくことが非常に重要。新しい技術を導入し、それに対して金銭的に支援するだけで
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はなく、今まで以上に目利きをした上で支援をしていく事が必要だと感じる。それによりスムー

ズに支援を受けられないという批判はあるかもしれないが、ビジネスにしていくことを鑑みれば、

しっかり目利きをした上で支援をしていかなければ、支援を受けても、結局事業が上手く回らな

いというケースが起こり得る。 
また、食品産業は人手不足、原価高騰、経営悪化といった、一社だけではなかなか難しい様々

な課題を抱えており、業界を動かしていくためには大手企業や業界団体との連携が必要であり、

これには国主導の交通整理が必要。その中で、知恵の集約をいかに最大化していくのかというこ

とが重要だと思っており、今までもコンソーシアムやプラットフォームというものはあったが、

今回意識した方がいいのは、単なる集まりではなく、どうやってビジネスにしていくのかという

部分であり、ここをハンドリングしていくことが必要。なぜかというと、各企業にメリットがな

ければ自社で変革は起こさないし、新しいことに取り組まないのが常であり、逆に新しい技術が

あって、課題が解決出来るとしても、自分たちにメリットがなければ、取り組まないことが当た

り前になっているのがビジネスの世界。このような点を加味した上で、各企業や業界団体でどの

ようなメリットを打ち出していけるのかということが重要である 
そのほか、大企業は資本力が大きいので、例えば大企業がフードテックに参入した際に、何か

投資を活発化させるような仕組みだったり、大企業の巨額なプロモーション予算に乗せられるよ

うな、ブランド価値に繋がる仕組みを導入し、大企業の強みも組み込んだ取組を進めると、更に

よい施策ができるのではないかと思う。 
また、やはりどんなに業界や企業が頑張っても、消費者の考え方が変わらないと難しい部分が

あり、私も色々と啓蒙活動を行っているが、人の考えを変えることは非常に大変なこと。地道に

続けていくしかないが、各企業の啓蒙活動をサポートするような仕組みを政府が後押しできると

さらによいと思う。 
他にも、色々な物の原価が高騰しているが、単に高騰部分に金銭的な支援を行うのではなく、

需要を喚起するような仕組みが必要なのではないか。例えば、価格が上がった際に、牛乳が 400
円、500 円に値上げしないと持続的な供給が難しいとなった場合、消費者の買い控えが発生する

可能性があり、今度は小売の事業が厳しくなる。そのため、価格が上がった場合には、需要喚起

に向けて、値上がり分はポイントとして還元する仕組みを導入するなどもあると思う。 
全体的に非常によい施策だと思うが、各企業、団体にとってメリットがあり、利益が出せ、こ

れまでと比べてしっかり売上が維持できるような仕組みを入れていくと、さらによい施策になる

と感じる。大きな変革や課題の解決には、企業や団体の協力が不可欠だと思うので、様々な関係

者が集まり、知恵の集約を最大化できるような仕組みの導入が必要だと思う。 
 

◯全国消費者団体連絡会 郷野事務局長 

私からは４点ほど意見を申し上げたい。 
１点目は資料６ページのコストを考慮した食品の価格形成について、ここ最近の物価高騰に消

費者はついていけておらず、消費者が理解したとしても、生活全般の様々なところで物価が上昇

しているため、食品に限らず、何を選ぶか取捨選択をせざるを得ないのが現状。例えば段階的な

値上げなど、物価上昇分の所得の向上に至っていない状況なども考慮して、価格の形成について

は検討していただきたい。それから資料８ページにおいて、国産原材料の安定調達については、
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農林漁業者との安定的な取引関係の確立だけではなく、多様化する消費者のニーズに応じて、食

料システム全体での連携・協力のもとに行われることが重要。また、物流の効率化についても、

総合的に進めていく必要があると考える。 
２点目について、資料 11 ページについて、様々な取組における消費者への正確な情報提供が課

題とあるが、消費者の行動変容へ繋がるためには正確な情報提供はもちろん、自分事として考え

られるような参加型の取組、自分がその商品を選ぶことで社会がどう変わるのか実感できるよう

な見える化なども必要。従前から言っているが、普段からの生産者との顔が見える関係作りも重

要であると考える。 
３点目として、同じく資料 11 ページの具体的な取組のイメージに記載のある、サステナブルな

商品についても、適正な価格転嫁が必要ではあるが、例えば、認証取得や情報開示のためのコス

トが転嫁されている部分もあり、消費者の負担がより大きくなってしまう実態があるが、そうす

ると直接消費に結び付きづらく、理解するだけではなかなか難しいのが現実。認証ラベルの表示

だけではなく、持続可能性に配慮した製品を選択してもらうために何ができるかというところに

まで踏み込んだ取組が必要。 
最後４点目について、資料 12 ページと資料 25 ページに「技術の開発・利用の推進」があり、

その中でフードテックへの支援が記載されているが、代替肉や細胞培養肉などのフードテックに

ついては、食の安全、価格、表示のあり方等について、消費者の視点を取り入れて進めていく必

要がある。新技術やイノベーションが独り歩きし、消費者が置き去りとならないよう、双方向で

のコミュニケーションを通じた市場の醸成が必要。 
 

◯日本農業法人協会 紺野専務理事 

 ３点申し上げたい。 
資料６ページについて、コストを考慮した食品の価格形成やコストの把握・見える化とある。

これには、農畜産物の生産コストの見える化が前提であることはもっともである。農業法人の場

合は、株式会社形態がほとんどであり、Ｂ/ＳやＰ/Ｌなどが必要となるため、売上原価、製造原

価など原価計算をしっかり行っており、既に生産・製造コストの見える化は図られていると認識

している。食品産業との取引を深化するためにも、損益財務の透明性を高めていく取組は、農業

法人サイドにおいても必要であるという認識がある。これに対して、個人の場合は、農業所得用

の青色申告が一般的であり、食品産業と安定的かつ一定のロットを取引しようとしても食品産業

サイドで見た場合、青色申告の記載では生産コストが分かり難いのではないか。確認を要する点

だと思う。業種によって勘定項目が異なるため、一概には比較が難しいが、一般用のものでは、

青色申告や売上原価という勘定はセットされている。 
２点目は、資料８ページにおいて、基幹的農業従事者数と農地面積が 20年間で大幅に減少する

との記載があるが、国産の農畜産物供給が不足する事態が想定される。基幹的農業従事者に含ま

れていない農業法人は増加傾向にあるため、国産農畜産物の安定供給を担保するためには比較的

規模の大きい農業経営体、あるいは農業法人へ、生産基盤である農地がより一層集約化されてい

くことが政策上配慮されるべきであり、基本法改正における議論から継続して何度も申し上げて

きたことを強調したい。 
３点目について、資料 17ページの日本政策金融公庫の食品流通改善資金の一部改正等について
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は、申し上げるまでもなく公的資金制度は政策実現のツールであるため、食品事業者の使い勝手

のよい制度及びわかりやすい運用になっていること、加えて、加工原材料である国産農畜産物の

需要増加に繋がるような制度の設計及び運用を、日本政策金融公庫とも連携・協力しながら、是

非お考えいただきたい。 
 

◯株式会社 UnlocX 田中代表取締役 CEO 

私の方からは多少ニュアンスが違うかもしれないが、全体的な取組の網羅性は具体的でよいと

思う一方で、色々な場に参加する中で、今回の支援対象となるコスト削減や環境への対応、高付

加価値化について、横断的に世界で起きているのが、AI の活用と食の領域がどう関わっていくの

かというところ。もちろんデジタル化というものがあるが、最終的に消費者が何を選ぶか、どう

環境に配慮していくのかといったことにおける可視化も含めて、産業横断で AI をどのように使っ

ていくのか、生成 AI や、画像解析がある中で AI をどのように食品産業の中で使っていくのかは

非常に重要。 
その観点から２点目として、この数年間、情報の可視化が進んだことにより、何を食べるのか

は、人が主観的に選ぶところから客観的に選ぶような環境ができてきている。例えば、生体情報

の可視化により、ほぼ瞬間的に 12 の臓器の状態を可視化するようなデバイスが生まれてきたり、

ストレスホルモン検査デバイスや血糖センサー等が普及期に入ってきている。この５年間ほどで

とんでもなく進んできて、そうなってくると人々が自分が何を食べるべきのかということを、客

観的に選ぶようになる可能性が高い。例えば、本当に水が必要な方とか本当に機能性食品が必要

な方は、価格が高くてもそういう物を購入する可能性が高いので、高付加価値化を考える際には、

現在世界で進んでいる生体情報の可視化の動きを意識し、生活者が何を選ぶのかをしっかり考え

ることが重要。 
 ３点目について、資料３ページの農業・食品関連産業の国内生産額が 114 兆円ということであ

るが、これをもっと広げることができないかと考えている。コスト削減や高付加価値化という話

もあるが、今後世界でますます AI が進展してくると、AI が多くの課題が解決されたり日常の雑

務やペインをプロダクトやサービスが先回りして代行ないしは解決してしまう。そうすると、人

間の役割そして人間は「何をしたい」のかをますます問われる時代になってくる。その時に「食

の多様な価値の存在」をもう 1 回忘れずに考えるということが重要。食の多様な価値を発揮でき

ると、この農業・食品関連産業は、観光業やエンターテインメント、教育産業等の他産業の予算・

市場も取り込むことができる。これら周辺産業と連携しながら成長していくことができる。 
 最後にもう一つ考えたいのが、国内の需要を喚起して、あるいは世界の産業基盤となるような

仕組みをこの枠組みから何か作れないかということだ。各国から色々な方々が日本に来て、日本

と一緒に取組を進めたいという話を聞いたりするが、例えば食品加工の技術やその施設の利用に

も需要があるので、海外の方が来た際に日本の技術をライセンス的に使用可能とするような仕組

みも共創の枠組みの中で考えられたらいいと思う。 
 

◯日本スーパーマーケット協会 江口専務理事 

全体で「流通全体の合理化、技術の活用、新たなマーケットの創出」の 3 点についてお話しさ

せていただきたい。 
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まず初めに、資料９ページの製配販を含めた流通全体の合理化についてだが、我々も物流につ

いては、製配販で色々と話し合う場を設けている。１/２、１/３ルールや、発注の時間を伸ばす

こと、特売のリードタイムをしっかりとることなど、確定数値に基づいた配送を進めたリ、待機

時間を減らすために何ができるかなどを考え、具体的に成果を出して、全て 1 時間以内に収まる

ようにやってきている。しかしながら、結局、自社にとってはこのやり方が実は一番よく、製配

販全体の前にまずは自社があるという企業もあり、こうしたことがどうしてもネックになってし

まうため、国にも一緒に進めてもらう必要があり、具体的には標準化をもっと進めた方がよいの

ではないかと思う。 
２点目の技術の活用については、スーパーで言えば、人手不足の中で、AI 発注という需要に基

づいた発注など、機械に替えるというのが実際に現場で起きている。もう一つ、資料 11 ページに

持続可能性に配慮した原材料調達とラベリングの記載があるが、パッケージにラベルを表示する

のもよいが、デジタル化を進めて当たり前にしていくことが重要。商品そのものにラベル等が色々

と貼られていても目立ちづらく、何を意味しているのかよく分からないというもことも多いので、

デジタルとうまく連携した方がよいと思う。 
3 点目は、資料 12 ページの具体的な取組のイメージ②のような新しい食品について、新しいも

のを育てていき、新しいマーケットを創出することは絶対に必要であり、官民一体となって進め

ていくことが重要だと思うので、しっかりと御支援いただきたい。 
また、資料 16 ページの支援や特例措置については、ほとんど中小企業が対象なのかをお伺いし

たい。 
 

◯日本生活協同組合連合会 平野政策企画室室長（二村委員代理） 

提示いただいた案については、基本的に全て賛成。是非こうした取組が広がってほしいと思う

が、運用についても意見が欲しいとのことだったので、うまく実現していくために、是非検討し

ていただきたいことについて発言したい。 
今回の提起の中で、地域、都道府県を意識したプランも提示されているところがとてもよいと

感じた。地域の中で、資料 14 ページの地域コンソーシアムという形で、新しい取組が推進される

ということだが、大学、地方公共団体、商工会議所などのステークホルダーの先に、消費者がい

る。地域の企業等が、協調事例を作っていく際に、消費者がどう関わっていくのかについてデザ

インすることが重要。今回の改正基本法で、消費者の役割も明記されたところ、生産・流通等の

段階への理解が非常に重要で、どう取り組んでいくのかが大きな課題でもある。地域コンソーシ

アムの運営にあたり、どういう形で消費者の意見や暮らしの実態を反映させるのか、上手くデザ

インしていただきたい。 
また、少々気になったのが、資料 7 ページの農林漁業者との安定的な取引関係の確立について

である。ここは今非常に重要。例えば、昨年コメが不足した問題もあるが、他にも、生産者が高

齢化で引退したことにより、手頃な価格で普段の暮らしに必要な果物等が手に入りにくくなって

いるといった意見等も消費者から聞かれる。是非、生産と消費の好循環のためにも、消費者サイ

ドでは、賃上げが早く追いつく状態を作ること、生産者サイドでは、生産力をキープし、消費者

が商品を手に入れることができるように、持続可能な事業が展開されていく必要がある。 
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そして、参考資料において輸出の強化に向けた予算措置の記載があるが、参考資料 3 ページに

ついて、生産地で十分な消費、食文化、ブランドが存在してこその輸出だと思う。輸出を目指す

あまり、自給率が低下したり、国内の食料価格が高騰するなど、予期せぬ方向につながらないよ

うに、輸出支援については、どの品目を伸ばしていくのか等を検討する必要があるのではないか。 
また、今回、地域という切り口で支援がなされている部分で言えば、国内資源を活用した、地

域循環型農業の促進も、重要なベースづくりとなるため、力を入れてほしい。 
そして、最後に 2 つ、災害時の卸売市場の防災対策にも触れられていたが、大規模災害への備

えが非常に重要になってきていると感じる。食品システム全体で協力することには、BCP 対策も

含まれるべきではないか。法制度には直接関連しないとは思うが、そうしたところでも是非協調

できるとよいと感じる。資料 31 ページの女性の活躍推進については、生産から食品産業まで、重

要な部分だと思うので、こちらも是非進めていけたらと思う。 
 

◯日本惣菜協会 清水専務理事（今里委員代理） 

生産性向上と、コストに考慮した食品の価格形成の 2 点について、お話させていただきたい。 
資料 14 ページの生産性向上支援について、カリキュラムの作成や、セミナーの開催等、具体的

にはどのようなことを行うのか。食品工場の自動化の観点では、惣菜製造業、つまり弁当・おに

ぎりなどの製造において最も生産性が低く、110～120 万人の食品製造業の労働者の中の 40~50
万が従事していると推計できる。食品工場の自動化は、我々にとっても喫緊の課題であり、現在

も農水省の SBIR の補助を受けてベンチャー企業にも一生懸命自動化に係る開発に取り組んでい

ただいているところであり、支援に感謝。一方で、デジタル化の観点で、来年でも再来年でも、

取り組んでいただきたいのが、食品規格。原材料の調達やその中身に関する食品の商品規格書は

バラバラであり、多くの労力がかかっているので、このあたりも国にリードをしていただきたい。

パレットについてはこうした取組が行われ、成果を出されているが、プレートの統一についても、

合理化に非常に役立つので、国のリードをいただけないかと思う。 
また、コストに考慮した食品の価格形成について、今の想定では、生産者が経営できないよう

な価格に陥った際に、しっかりと値上げをして、農業の持続的な発展につなげていくということ

であり、これには大賛成。ただ、逆に価格が高くなった場合の対策も打たないと、上がった時に

は放っておいて、下がった時には問題があるとするのは、消費者から見ても製造業者から見ても

片手落ち。例えば、コメの価格が異常な今、生産者が 1 万 9000 円～2 万円で供給し、実際に買う

段階では 2 万 5000 円～3 万円になって売られている。喫緊では、３月分のコメが無いと言われ、

３万円であれば売ると言われるなど、異常な状態となっており、これは一時的なことかもしれな

いが、このままでは消費がどんどん下がる。そうなると農業にとっても問題となると思うので、

このあたりも考慮いただきたい。 
 

◯食品産業センター 荒川理事長 

この 2 年近くの間、役所の方で参加者の議論をしっかり拾い、今回、法案に向けての説明をし

ていただいたことに感謝。食品・食料システムの中核を占めると自負している食品製造側である

が、我々を巡る色々な課題を漏れなく取り上げていただき、そこに一定の方向性を出していただ

けるとのこと、国会において成案にしていただけるようお願いする。次に、各論についていくつ
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かお話しさせていただきたい。 
まず、１点目として、法案の中身という意味では、私ども食品産業に限っても、最近このよう

に計画認定制度となっている法案が沢山あるところ、実はその多くは規制法における計画認定制

度であり、直近の例でいうと、物流効率化法、プラスチック資源循環促進法、食品リサイクル法

などが挙げられる。従わなければ氏名の公表や罰則という仕組みも多い中で、それらとは異なる

計画制度・支援法だと思うので、是非とも現場の製造業者が使いやすい、役に立つ計画制度にし

ていただければありがたい。 
次に 2 点目について、別の会議でも申し上げたが、持続可能な食料システムの実現のためには、

消費者の理解が最も重要。資料 15 ページに計画上の取組と各支援・特例措置の関係一覧があり、

（4）消費者の選択への寄与ということで、消費者の選択に資する、我々がやらなければならない

ことにおける支援措置の記載がある。こちらも重要であるが、やはり一番重要なのは、予算的な

支援等も含めて、消費者へ直接訴えるような取組についての支援をいただけるとありがたい。我々

食品メーカーサイドからも、消費者に向けて働きかける努力をしているが、業界全体として、コ

ストの話も含めて、情報発信をさせていただこうと思っているので、様々な形での御支援をいた

だきたい。 
3 点目は、プラットフォームの関係について、資料 14 ページに図があるが、法律ができた暁に

は、円滑な運用のため、こういったプラットフォームを構築するというのは、大変素晴らしいこ

と。食品産業センターも 31 の都道府県食品産業協議会を傘下に抱えているので是非この地域コン

ソーシアムには都道府県レベルで参画し、また、全国プラットフォームについても積極的に参加

したい。 
最後に、今の国会情勢は大変厳しい状況だと思うが、修正などにより、食料システムのどこか

にしわが寄るような制度にならないようにお願いしたい。 
 

◯DAIZ株式会社 杉山顧問 

まず、今回の議論は、国内での産業を中心とした議論になると思うが、海外から見れば、日本

には手頃な値段で魅力的でおいしい食品がたくさんある。外から見るとむしろ、既に日本の食品

産業は良いものであり、日本に行っておいしいものを食べたい、学びたいという意欲の湧く、素

晴らしいもの。資料 6 ページの価格形成と付加価値の向上という大きな柱は非常に分かりやすく

大事であり、水面下で事業者が値段や納期などで大変な思いをしているために持続可能性が危ぶ

まれているという問題意識が表れていると思う。しかし、それを、国内の視点でさらに頑張って

いこうというだけでなく、既に日本の食品産業には十分に価値があるもののであり、海外からは、

日本の食品は価値が高いのに値段が安いと見えているので、同じような視点を日本の消費者にも

持ってもらえるようにすることも重要なのではないか。また、テクノロジーや環境負荷の低減な

ど、日本ならではの強みにおいて新たな付加価値が出てくることもあると思うので、そういった

価値をどのように外に見える形にするか、伝えていくかも大事なのではないか。食品産業は日本

の成長産業として、海外に売り出せる産業だと思っているので、エンタメ、観光等の他産業との

連携も重要であり、それによって、より適正な利潤が取れていくこともあると思う。 
2 点目は、資料 14 ページのプラットフォームの構築について、私は普段、熊本と東京を行き来

しており、地方の観点で言うと、小規模な生産者や食品事業者が多い。その中で、こうしてプラ
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ットフォームの形になることにより、巨大な食品産業の中で地方の生産者や食品事業者も存在感

を出していけるのではないかと思う。実際に、地域のステークホルダーで連携し、新たな価値を

創造しようとやる気を持っている方も多く、国としても食品分野で後押しをしていただけるのは、

ありがたい。私の所属する熊本にある東海大学も産学連携センターというものを作り、地元の自

治体や金融機関、企業と連携協定を結んで、具体的な取組をやろうとしている。自戒を込めて言

えば、連携協定を結んで、セミナー等でやった気になり満足するのではなく、具体的に動いてい

く必要があると思っている。そういう意味で、資料 14 ページの今後のプラットフォームの事業等

について、具体的なイメージがあれば御教示いただきたいが、これからモデルを作っていくフェ

ーズであるということならば、参加者に具体的なメリットが出せるような、フレキシビリティが

あり、新たなアイデアに対してオープンであることを強調した形にしていただきたい。 
3 点目は公的研究機関の施設等の供用について、非常に重要なものだと思っている。先週、台湾

の食品関係の研究施設を訪問したが、非常に立派な施設があり、人が集まっていた。立派な設備

があるとそこに人が集まる。そうするとコンソーシアムなり、連携が自然と取れていく。また、

新しいものを作らなくても、大学の施設のような既存のものがあると思うので、それをオープン

にすることで人も集まるので、こうした供用を前提とした補助のようなものを考えていただくと、

ネットワークないしプラットフォームの核として役割を果たしていけるかと思う。 
 

◯日本フードサービス協会 坂本専務理事 

私からは意見というよりも、何点か確認をさせていただきたい。前回 8 月時点では、税制上の

特例・優遇があるというだけで、具体的にはどういう特例になるかも分からなかったが単なる繰

り延べではなく、実際に税額の控除や即時償却ができるという、企業にとって節税になるような

特例になっており良かったと思う。政府内での調整はご苦労されたかと想像するが、改めて調整

にあたった担当の方々のご努力に敬意を表したい。 
その上で、この特例措置というのは主に、これらの取組を促進するために設備投資をした際に、

税制等の特例が受けられるという理解でよいか。 
なお、外食は、基本は店舗で消費者に食事を提供するもので、中にはセントラルキッチンを整

備したり、野菜も米も全部国産品を使用する事業者もいるが、外食事業者の利用機会は、他の食

品産業と比べると、限られてくるだろうと思う。また、外食事業者は、地方に行けば行くほど規

模が小さくなり、地域コンソーシアムなどへの参画が難しいところもあると思う。この制度は希

望する企業のみ取り組めばいいという、完全に手上げ方式のものという理解でよいか。 
農林漁業者との安定的な取引関係の確立について、先ほど申し上げた通り、既に実施している

外食事業者もある。このような取引を継続的に実施するといっても、そのために何か新しく設備

投資等を行う際にのみ、初めて支援が受けられるという理解でよいか。例えば、資料 8 ページの

具体的な取組のイメージ②について、何か取引をしていれば助成があるわけではなく、輸入小麦

から国産米粉への切替に伴い、新たに設備投資を行う場合に何らかのメリットが受けられるとい

う理解でよいか。 
 

○日本加工食品卸協会 時岡専務理事 

中間流通の立場で、流通の合理化について述べさせていただきたい。今回の制度の趣旨や方向
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性について違和感はないが、サプライチェーン全体の観点から流通コストをいかに下げていくか

という議論が必要。その中でも大きな課題は、物流と情報流だと思っており、この物流と情報流

においてスムーズな流れを作っていくことが非常に重要。 
物流に関しては、既に改正物効法ができ、これは３省合同の取組で非常によい方向性なので、

これを運用することで大きな成果が期待できるのではないかと考える。一方で、情報流について

は、やはりまだ手付かずなところがあるため、いわゆる標準化とデジタル化は進めていただかな

いといけないテーマ。標準化であれば、JAN コードなどのコード体系や、バーコードや QR コー

ド等のデータキャリアなどの伝達手段があるが、コード体系 1 つとってもまだまだ十分な形にな

っておらず、今、私ども加工食品業界でもきちっと取り組もうとしているが、加工食品分野だけ

でなく生鮮品分野の皆様と一緒に、標準化、あるいはデジタル化という方向に進んでいくことが

必要ではないかと感じている。その中で、これは経産省の取組であるが、商品情報連携標準に関

する検討会が進められている。物流も、３省合同の取組で大きな成果が出たように思えるので、

情報流に関しても、農水省のみならず、経産省等とも連携して進めていただくことが重要ではな

いか。 
 

◯全国農業協同組合中央会 馬場専務理事 

今回、食品産業の持続的な発展に向けた法制度案について、本検討会におけるこれまでの議論

を踏まえ、計画制度や支援策の全体像を提起いただいた。我々としては、特に、同計画の選択肢

の一つ目に「農林漁業者との安定的な取引関係の確立」が位置付けられたことについて、国産原

材料の安定調達・活用等に向けた取り組みを一層促進し、食品産業の持続的な発展及び食料安全

保障の強化につながるものと評価しているところ。 
 また、同様に計画に位置づけられた流通の合理化や環境負荷低減についても、それぞれ国産農

産物の安定供給や付加価値向上等に向けて重要な要素と認識しており、合理的な費用を考慮した

価格形成に向けて不可欠である消費者への理解促進も含め、農業を含む一次産業と食品産業が連

携した取組を一層推進することで、バリューチェーン全体に渡る関係者の持続的な発展、さらに

は持続的な食料システムの確立につながるものと考える。 
引き続き、今次通常国会における法制化に向けた検討、また、法案成立後の計画の策定及び取

組の実践を後押しするための事業・予算の検討・確保等に向けた御尽力をお願いしたい。 
 

 

 

以上 
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食品産業の持続的な発展に向けた検討会 開催要領 

１ 趣旨 

 現在、農林水産省では、食料・農業・農村基本法の見直しに係る議論が進められて

おり、昨年からの食料・農業・農村政策審議会基本法検証部会における議論を経て、

本年５月に中間取りまとめが公表され、６月に開催された食料安定供給・農林水産業

基盤強化本部において、食料・農業・農村政策の新たな展開方向が決定されたところ

である。  

その中で、食品産業について、その原材料調達先の多角化や国産原材料の利用促進、

生産性の向上、輸出拡大、海外進出、事業承継の円滑化を推進し、その体質強化・事

業継続を図ることによって、消費者に食品や豊かな食文化を提供するとともに、原材

料調達や製造工程等において持続性に配慮した食品産業への移行を一層推進してい

く方向が示されている。 

 あわせて、健康維持・増進に寄与する食品等の機能性や、環境配慮等の持続可能性

など、食に関する価値観の多様化が今後も進むと見込まれることを踏まえて、食品産

業や観光業等の食にかかわる多様な業態との連携や DX の推進など、新たな価値や市

場の創造に向けた取組を推進することや、バイオテクノロジーやデジタル技術等とい

った新しい技術の活用や新しいビジネスモデルの育成を促進し、新たな需要を開拓し

ていくことも、方向として示されている。 

一方で、食品産業に関しては、 

・環境や人権等のマーケットをめぐる国際的な動き

・ビジネス機会の拡大

・食料輸入をめぐる情勢の変化

・人口減少、高齢化等に伴う業界構造の変化

等に直面している。 

そこで、食品産業をめぐる情勢の変化への対応や、中間取りまとめ、食料・農業・

農村政策の新たな展開方向で示された方向も含めて、食料システムを構成する関係者

が参加して議論し、将来にわたって持続可能な食料システムの実現に向けた具体的な

食料施策を整理することを目的として、「食品産業の持続的な発展に向けた検討会」

（以下「検討会」という。）を開催するものとする。 

資料１ 
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２ 検討会の招集 

検討会は、農林水産省大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）が招集する。 

 

３ 構成 

（１）検討会の委員は、別紙のとおりとする。 

（２）農林水産省大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）は、委員のほか、必要

に応じて委員以外の者の出席を求め、意見の表明や説明を求めることができる。 

 

４ 運営 

（１）検討会は、原則として非公開とする。 

（２）配付資料は、公表する。また、議事要旨は、開催後、委員等の確認を経た

上で公表する。公表の方法は、農林水産省のホームページに掲載する方法と

する。ただし、委員その他の出席者からの提出資料であって、当該者が非公

開を希望したもの又は検討会において非公開とすることが適当であると認め

るものについては、この限りでない。 

（３）検討会の事務局は、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部企画グループ

において行う。 

（４）この要領に定めるもののほか、検討会の運営に必要な事項は、農林水産省

大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）が定める。 
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別紙 

食品産業の持続的な発展に向けた検討会 委員名簿 

【委員：24名】 

淺
あ さ

見
み

 紀夫
と し お

 株式会社一ノ蔵 相談役 

荒川
あらかわ

 隆
たかし

  （一財）食品産業センター 理事長 

井出
い で

 禎
よ し

久
ひ さ

  全国青果卸売協同組合連合会 専務理事 

出田
い で た

 安利
やすとし

  （一社）全国中央市場青果卸売協会 専務理事 

今里
いまざと

 有利
ありとし

  （一社）日本惣菜協会 副会長 

江口
え ぐ ち

 法生
の り お

  （一社）日本スーパーマーケット協会 専務理事 

大野
お お の

 泰
や す

敬
の り

  株式会社スペックホルダー 代表取締役社長 

大日方
お び な た

 良光
よしてる

 （一社）日本フランチャイズチェーン協会 専務理事 

柿本
かきもと

 章子
あ き こ

  主婦連合会 副会長 

金丸
かなまる

 康夫
や す お

  （一社）日本フードサービス協会 専務理事 

桑田
く わ た

 義文
よしふみ

  全国農業協同組合連合会 代表理事専務 

郷野
ご う の

 智砂子
ち さ こ

 （一社）全国消費者団体連絡会 事務局長 

紺野
こ ん の

 和成
かずなり

  （公社）日本農業法人協会 専務理事 

嵯峨
さ が

 哲夫
て つ お

  （公社）日本べんとう振興協会 専務理事 

島原
しまはら

 康
や す

浩
ひ ろ

  （一社）全国スーパーマーケット協会 常務理事 

杉山
すぎやま

 浩司
ひ ろ し

  DAIZ株式会社 顧問（戦略・海外担当） 

田中
た な か

 宏
ひ ろ

隆
た か

  株式会社シグマクシス 常務執行役員 

時岡
ときおか

 肯
こ う

平
へ い

  （一社）日本加工食品卸協会 専務理事 

馬場
ば ば

 利彦
としひこ

  （一社）全国農業協同組合中央会 専務理事  

二村
ふたむら

 睦子
ち か こ

  日本生活協同組合連合会 常務理事 

古田
ふ る た

 純
じゅん

   明治ホールディングス株式会社 取締役専務執行役員 CSO 

牧野
ま き の

 剛
つよし

   日本チェーンストア協会 専務理事 

村上
むらかみ

 秀德
ひでのり

  （公財）食品等流通合理化促進機構 会長 

若林
わかばやし

 陽介
ようすけ

 （公社）全日本トラック協会 理事長 

 

（五十音順、敬称略） 
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